
１ はじめに

この報告では，仕向地基準（または仕向地主
義，destination principle）に基づく課税につい
て，考えてみたいと思います。仕向地基準とい
うのは，国際課税上の課税権分配のひとつの考
え方です。国境を越える取引において，資産や
役務が送り出された目的地のある国または地域，
言い換えれば，受領された国または地域が課税
権を有するという基準です。仕向地基準が日本
の消費税や EU などの付加価値税において，一
般に採用されていることは，ご承知の通りです。
しかし，この基準は，米国において，仕向地基
準キャッシュ・フロー税（destination-based
cash flow tax１，以下「DBCFT」といいます。）
と呼ばれる変形された法人税の中で，用いられ
ようとしました。DBCFT は，トランプ政権の
税制改革が右往左往する中で，現在は沈没した

ものと思われますが２，BEPS（Base Erosion and
Profit Shifting，税源侵食と利益移転）などの国
際課税の問題の中で，法人税と消費税の関係や
将来のあり方，とりわけ，移転価格税制や CFC
税制，過大利子控除の制限など，現在，法人税
が苦悩している問題を解消しようとする場合，
大いに参照すべき部分があると思われます３。
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１ A Better Way : Our Vision for a Confident America，GOP TAX REFORM TASK FORCE（June２４，２０１６）．
http : //abetterway.speaker.gov/_assets/pdf/ABetterWay-Tax-PolicyPaper.pdf［perma.cc/G6B3-YMT3］．

２ DBCFT の採用がまだ真剣に考えられていた最後と思われる２０１７年５月の時期に，トランプ税制改革の中でどの
ように位置づけられていたかを述べるものとして，David S．Miller，How Donald Trump Can Keep His Campaign
Promises，１５５Tax Notes１１０５，１１０６―１１１３（２０１７）参照。
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すなわち，所得に関する国際課税において，現
在の主流となる考え方は，BEPS 行動計画でも
確認されているように，所得を生み出すような
事業活動が行われた国または地域，つまり，価
値創造が行われた国または地域に税源を配分す
るという原則（この考え方そのものは，全世界
所得課税主義（world-wide system）にも地域
内所得課税主義（territorial system）にも共通
しています。）です。移転価格税制や CFC 税
制なども，この原則に基づいて理解されるよう
になってきています。しかしながら，この原則
の具体的なルール化（たとえば，適正な独立当
事者間取引価格をどのような方法で決める
か。）やそのようなルールの執行（たとえば，
独立当事者間価格比準法で，比準すべき取引を
どのように選定し，どのような調整を加え，ま
たは加えないか。）については，困難を極めて
いるのが原状ではないかと思われます。所得発
生地（価値創造地）の基準がこのような問題を
解決し切れないことと対比したとき，仕向地基

準によって税源を分配すること，すなわち，資
産や役務の移動先の国や地域（仕向地国）に課
税権の全部を機械的に分配してしまうことは，
課税権分配ルールの顕著な明確化，簡素化につ
ながるのではないかと思われます。現在の国際
課税の病理ともいえる，価値創造地の決定とい
う苦しみから解放される点で，DBCFT，仕向
地基準キャッシュ・フロー税には，魅力がある
ように感じられます４。

２ 仕向地基準課税

２―１．設例と効果
本論に入ります。まず，仕向地基準による課

税を，設例を使って説明します（表１）。
いま，農業者が２５の仕入れにより収穫した農

産物を５０で加工業者に販売し，加工業者が８０で
販売業者に販売し，販売業者が１００で消費者に
販売するという例を考えます。それぞれの段階
の付加価値は，農業者２５，加工業者３０，販売業

３ なお，法人所得税を現行の課税ベースのまま仕向地基準化すべきであるとする主張として，Michael Devereux &
Rita de la Feria, Designing and Implementing a Destination-Based Corporate Tax, Oxford University Centre for
Business Taxation Working Paper WP14/07（2014）があります。また，付加価値税における仕向地基準の検討と
して，Michael Keen & Walter Hellerstein, Interjurisdictional Issues in the Design of a VAT, 63 Tax L. Rev. 359
（2010）を参照。

４ これに対して，DBCTF を地域内所得課税主義の一種と捉え，移転価格の問題がより深刻化するとの意見もあり
ます。Samuel C.Thompson Jr., Why Trump Should Reject the DBCFT and Stick to His Original Imputation Pro-
posal, 155 Tax Notes 473（2017）．

－８０－１００２０８０１００輸出

２００２０８０１００国内販売

販売業者：

３００３０５０８０製造業者

５０２５２５２５５０農業者

純課税ベース国境税調整所得型VAT課
税ベース仕入れ売上事業者

表１ 付加価値税と国境税調整
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者２０です。ここで，農業者の仕入れは全て国外
から行われ，販売業者の販売は全て輸出であっ
たとします。輸入と輸出については，仕向地基
準による課税のために，国境税調整（boarder
adjustment）が行われます。国境税調整は，
輸入に関する輸入課税と，輸出に関する輸出免
税の２つからなります。この例では，輸入であ
る農業者の仕入れに対して，輸入課税が行われ
ます。これは，輸入である仕入額の２５に対する
課税になります。輸入関税と同様の手続で徴税
される場合も多いと思われますが，この例の限
りでは，農業者に対する仕入税額控除を認めな
いことによっても可能です。輸出免税は，この
例では，販売業者の輸出に対して行われます。
すなわち，１００の売上げに対する課税が行われ
ないことになります。仕入税額控除は，通常通
り可能ですから，販売業者に対する還付になり
ます。これは，輸出補助金のように見えます。

消費税や付加価値税では，ご承知の通り，売
上げに係る税額から仕入に係る税額を控除する
税額レベルでの計算が行われて納税額が決まり
ます。税額控除の結果がマイナスになれば，還
付が行われます。しかし，以下では，DBCFT
に合わせて，所得レベルでの計算を考えること
にします５。すなわち，農業者の課税標準は２５
（売上５０－仕入２５）＋２５（輸入課税）＝５０，加
工業者は３０（売上８０－仕入５０），販売業者は－
８０（売上１００－仕入８０）－１００（輸出免税）とな
ります。

この設例から直ちに分かることは，仕向地基
準では，販売業者において，移転価格操作やタ
ックスヘイブン利用のインセンティヴが生じな

いことです。従来の所得発生地の基準では，国
外への販売価格を引き下げると，販売業者の税
負担が減少しました。したがって，たとえば，
タックスヘイブンに中間販売子会社をおいて，
時価よりも低い価額でこの販売子会社に販売し，
その子会社を経由して外部に販売することによ
り，税負担を軽減することができました。そし
て，現在の国際課税では，様々な議論はありま
すが，結論として，この子会社に何らかの実態
がある限り，完全に無視することはできないと
考えられます。そうすると，子会社に実態を与
えるために，国内の事業が空洞化する現象が生
じるわけです。

これに対して，仕向地基準課税では，販売業
者がいくらで輸出をしても，その税負担に影響
はありません。つまり，移転価格操作による税
負担軽減の効果が生じません。その理由は，販
売業者の販売対価を，課税の対象としないから
です。しかも，販売業者には，８０の控除が認め
られています。このことは，国内で創造された
価値の一切に対する課税権を，仕向地国に与え
ていることを意味します。さらに，仕向地主義
課税では，タックスヘイブンに販売のための中
間会社を置いても，税負担の軽減はありません。
また，消費税や付加価値税では利子控除が認め
られないので，過大利子や過小資本による税負
担軽減もできません。つまり，これまで問題と
されてきた BEPS による税負担軽減は，ほと
んどできなくなると思われます。もっとも，別
の方法による税負担回避があり得ますが，これ
については，後に触れます。

５ DBCFT では，所得レベルで計算が行われることから，税の連鎖（前段階で税を支払われていない限り，税額控
除が認められないこと）をインボイスによって確保することができません。このことが生み出す問題をについて，
David A. Weisbach, Should the United States Prefer a Cash Flow Tax to a VAT?, 155 Tax Notes 1559, 1564―
1566（２０１７）参照。この論文は，DBCFT ではなく VAT を採用すべきであると述べています。
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２―２．仕向地基準の正しさ
２―２―１．消費課税と税負担の転嫁

では，課税権の全てを仕向地国に与えるとい
う課税方法が，なぜ正当化されるのでしょうか。
仕向地基準を実現するための国境税調整による
輸入課税と輸出免税は，輸入課徴金のように輸
入を抑制し，輸出補助金のように輸出を促進す
るように見えますが，なぜ，このような税制が
認められるのでしょうか。

まず考えられる理由は，仕向地基準や国境税
調整が認められるのは，消費に対する課税だか
ら，ということです。つまり，消費税や付加価
値税の実質的な課税ベースは消費であるから，
消費が行われる国や地域である仕向地国に，全
ての税源を配分すべきだという考え方です。た
しかに，消費税や付加価値税のような多段階消
費課税は，最終消費者に対する小売売上税を多
段階化したものとみることができますから，最
終消費地国だけが課税権を有するべきであり，
価値創造の行われた生産地国には，税源を分配
する必要はないし，分配すべきでもない，とい
うことができます。そして，多段階消費税にお
いて，最終消費地国だけが課税するという仕組
みを確保するためには，各段階で輸出入が行わ
れた場合の課税権の割振りは，仕向地国とすべ
きであることになります。

仕向地国のみに課税権を与える考え方は，課
税ベースが消費だから消費地国が課税権を有す
るべきだ，という今述べた議論，これは一種の
規範論だと思いますが，そのような議論に止ま
らず，仕向地基準によって実現される経済的中
立性を根拠にして主張されています。すなわち，
ある消費者の消費に係る税負担を基準とすると，
その人が国内で生産された消費財を購入しても，
国外で生産された消費財を購入しても，同じ税
率で課税されることになるから，仕向地基準は
中立的であり，内国製品と外国製品との選択に
歪曲が生じないので，効率的だという議論です。
たしかに，たとえば，消費者のいる国の税率が
１０％であれば，生産地国の消費税（付加価値税）

の税率が２０％であっても，５％であっても，消
費者が負担する税負担は，消費地国の税率１０％
に基づくものになります。後に見るように，
WTO は，消費税や付加価値税であれば，国境
税調整は許容され，所得課税（所得税や法人税）
であれば認められないとしていますが，その理
由は，消費に対する課税，消費者が負担する課
税であるからだと考えられます。

しかしながら，この中立性論は，税負担は全
て消費者が負担している，という前提の下に成
り立っています。この前提は，法的には保証さ
れていません。というより，契約自由の原則の
下では取引価格をいくらにするかは当事者の合
意によりますから，消費者への転嫁を法的に保
証することはできませんし，すべきでもないと
考えられます。あるいは，しようとしてもでき
ない，というべきかもしれません。

ひるがえって，経済学の教科書によると，物
品に対する課税は，需要と供給の弾力性に応じ
て負担されるとされています。すなわち，消費
者の側で，ある物品がどうしても必要であれば，
いくら高い対価を出しても買わなければならな
いことになりますから，税負担は消費者に転嫁
される（逆に，その物品がなくても済ませられ
るのであれば，消費者には転嫁されない）とい
う方向に作用します。また，生産者の側では，
生産調整による増減産ができないようなもので
あれば，かならず一定の量を売らないといけな
いので，税負担は生産者に転嫁される（逆に，
簡単に生産調整できれば，生産者には転嫁され
ない）方向に作用するというわけです。そうす
ると，およそ全ての商品やサービスに対する消
費税の税負担は，需給の弾力性により，少なく
ともある程度は，生産者に転嫁されていること
になります。これが，ミクロ経済学が消費税や
付加価値税の実質的負担者が誰なのかについて
述べていることです。消費税の税負担は，消費
者と生産者が分け合うという見方は，確立され
たものと考えていただいていいと思います。

そこで，先の設例において，税負担の一定割
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合（たとえば半分）は売主が負担し，価格には
上乗せされないとしましょう。しかし，それで
も残りは買主が負担しますから，農業者による
輸入段階においては，農業者は，輸入課税の半
分を負担する（利益が減少する）ことになりま
す。したがって，農業者が輸入のために支払う
ことのできる対価はその分小さくなり，輸入で
きる量は減少します。販売業者による輸出段階
においては，販売業者は輸出免税による還付金
の半額を，実質的に手に入れる（利益が増加す
る）ことになります。しかし，それでも，販売
価格は，輸出補助金の半分，減額されることに
なります。これらの効果は，この例では税負担
や補助金の半分にはなりますが，やはり，その
限りで輸入関税を課し，輸出補助金を交付して
いるのと同じです。つまり，仕向地基準課税と
は，輸入関税と輸出補助金とが組み合わされた
ものです。

それでは，なぜ仕向地基準課税が正当化でき
るのでしょうか。輸入関税や輸出補助金は，い
ずれも典型的な国内産業保護の手段であり，保
護主義の象徴ともいえる施策です。なぜ，こう
した施策が，消費税や付加価値税の範囲とはい
え（しかし，このような経済効果は，その租税
にどのような名前を付けるかには関係しないは
ずなのですが），WTO において認められてい
るのでしょうか。現実にも，仕向地基準課税は
消費課税において世界的に実施されているにも
かかわらず，保護主義の害が発生するとはいわ
れないのは，なぜでしょうか６。

２―２―２．国境税調整の中立性と為替レートの
変化

国境税調整と保護主義との関係については，
DBCFT に関して種々議論されて来ました。直
感的には，輸入課税と輸出免税は，どちらも国
内産業保護の方向にものですから，２つ併せれ
ば，強い保護主義の税制になりそうです。しか
しながら，経済学者が一致して説明しているの
は，輸入課税と輸出免税が対称的に，シンメト
リカルに行われているのであれば，つまり，ど
ちらも同じ率（輸入税の税率＝補助金の算定
率）であれば，両者は打ち消し会うから，経済
的な歪曲は生じない，国内産業保護にはならな
いという説明です７。このことを述べます。

まず，輸出補助金を導入すると，国内の輸出
業者は，請求する価格を低くすることができる
ので，国際競争上有利となり，国外からの需要
が増加します。この結果，為替レートが変化し，
輸入国における価格が上がって，需給がバラン
スすることになります。たとえば，輸出国が米
国だとすると，ドル高となります。ただし，こ
の為替レートの変化は，輸出補助金による輸出
価格の低下を，部分的にしか打ち消すことがで
きません。なぜなら，ドル高となることにより，
米国への輸入品の価格が下がるので，輸入品へ
の需要が増加し，これがドル安の方向に作用す
るからです。もし，輸出補助金による輸出価格
の低下を，ドル高が完全に打ち消すとすると，
ということは，輸出補助金を導入する前と同じ
輸出が行われる（輸出に関して，輸出補助金に
よる歪曲が生じない）とすると，ドル高によっ

６ だだし，以下の説明に対しては，外国の所得課税との関係で DBCFT を分析し，輸入に対する二重課税と輸出に
対する二重非課税が生じて，結果的に合衆国法人の税負担を増加させると主張する論文として，Timothy Reichert
& Perry Urken, The Border Adjustment : What Companies Need to Know, 154 Tax Notes 1543（２０１７）があり
ます。

７ Auerbach, Alan J. and Douglas Holtz-Eakin, The Role of Border Adjustments in International Taxation, Ameri-
can Action Forum（Dec. 2, 2016）, available at https : //www.americanactionforum.org/research/14344/. なお,
Alan Auerbach & Michael Devereux, The Case for a Border-Adjusted Tax, NY Times March 6, 2017, at A23も
参照。
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て輸入が増加しますから，貿易収支が悪化する
（赤字が大きくなる）ことになります。これは，
輸出補助金によるドル高への動きに，ブレーキ
を掛けます。結果として，輸出補助金は，単独
で導入されれば，輸出を増加させることになり
ます。なお，輸出が増加すれば，貯蓄やその他
の条件が変化しない限り，通貨が余りますから，
国際的キャッシュ・フローの均衡から，輸入も
増加することになります。

次に，輸入課税（関税）を導入すると，国内
における輸入品の価格が上昇し，その需要が後
退します。そこで，この場合も，為替レートが
変化して，需給がバランスすることになります。
すなわち，需要を回復させるために，ドル高の
方向に作用します。しかし，このドル高も，輸
入課税による価格上昇を完全に打ち消すもので
はありません。その理由は，輸出補助金の場合
と同じです。ドル高によって輸出が減少するた
め，貿易収支が悪化し，それが，ドル高の方向
にブレーキを掛けるからです。したがって，輸
入課税も，単独で導入されれば，輸入を減少さ
せることになります。なお，輸入が減少すれば，
貯蓄やその他の条件が変化しない限り，先と同
様の国際的キャッシュ・フローの均衡から，輸
出も減少します。

しかしながら，同率の輸出補助金と輸入課税
を同時に導入すると，つまり，国境税調整を行
うと，輸出促進と輸入削減の両方の作用が生じ，
それぞれがドル高に働くので，このドル高によ
り，結果として，輸出の増加も輸入の削減も起
こらず，貿易収支は動かないことになります。
単独では不十分であったドル高の効果が，二つ
合わさって，完全に生じるわけです。したがっ
て，仕向地基準課税が，米国の貿易赤字を改善
することはありません。また，このような貿易
に対する中立性のため，国内の販売や消費も，
影響を受けないことになります。結果として残
るのは，ドル高だけです。これは通貨の換算に
関する名目的な変化に過ぎず，実質的な変化（歪
曲）は生じません。

ただし，この結論が有効に成り立つためには，
一定の条件があります。まず，いうまでもなく，
輸出補助の補助率と輸入課税の税率が等しいこ
とが前提です。これは，名目的な率としては，
国境税調整において成り立っています。しかし，
実質的な転嫁と帰着を考えると，それは商品ご
とに違うでしょうから，両者の等しさは，保証
されないことになります。もっとも，長期的な
投資収益の均衡を考えると，どのような商品の
生産や流通についても，同じ利潤が得られるは
ずだから，事業者への税の転嫁は同じになるは
ずだ，とはいうことができます。

次に，この結論が成り立つのは，全ての国際
取引について，国境税調整が行われる場合です。
しかし，実際には，消費税や付加価値税の非課
税や軽減税率があります。また，土地や貴金属
の取引，ある範囲の金融サービスなど，課税を
受けないものがあります。さらに，後で議論し
ますが，国境を越える役務提供では，国境税調
整が行われないか，行われることになっていて
も著しく困難なものがあります。

それから，為替レートの調整には一定の時間
がかかるので，均衡が成り立つまでの間には，
国境税調整による経済的効果（歪曲）が生じる
ことが考えられます。しかし，永久に影響を与
え続けることはありません。

最後に，国境税調整が貿易に対して中立的で
あるのは，他の租税政策による影響を考えずに
導かれた結論です。したがって，たとえば，投
資（貯蓄）を有利に，消費を不利に扱うような
政策がとられた場合，輸入の需要も減少するの
で，貿易収支はプラスに動きます。「輸出－輸
入＝国民貯蓄」の関係からは，右辺の国民貯蓄
が増加すれば，貿易収支がプラスになるという
説明もできます。DBCFT については，キャッ
シュ・フロー税であること（総合所得税と比べ
てると，貯蓄を有利に扱うこと）を，どのよう
に評価するかになると思われます。

それから，輸入課税による歳入と輸出補助金
のための歳出は，貿易収支が均衡していれば，
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同額になりますが，しかし，均衡していなけれ
ば，たとえば輸入超過であれば，差し引きで歳
入をもたらすことになります。米国において，
DBCFT に歳入が期待されるのは，輸入超過で
あるためです。

なお，Desai と Hines による実証研究では８，
前世紀の少し古い資料に基づくものではありま
すが，付加価値税（国境税調整）は輸出と輸入
の両者を減少させ，その効果が継続する場合が
多いと分析しています。彼らは，その理由を，
付加価値税の執行において，付加価値税が貿易
関連部門により重く負担されていること，およ
び，輸入課税に比べて，輸出免税における還付
が完全ではないことに求めています。

２―２―３．実質的な為替レートと価格水準，通
貨供給

以上の説明では，国境税調整の中立性を確保

するのは，為替レートの変化であったと述べま
した。では，EU のように通貨が統一されてい
るが VAT の税率は統一していない場合や，自
国通貨の為替レートを固定している（ペッグ制
をとる）国との間では，どうなのでしょうか。

この議論では，為替レートの内容を分析する
ことが必要です。すなわち，為替レート，ここ
では実質的な為替レートになりますが，その中
味が，名目的なレートと価格水準（price level）
から構成され，その２つが複合された（掛け合
わされた）ものであることを認識することにな
ります。たとえば，同じユーロを通貨とする EU
の国々の間でも，１ユーロで購入できる同一品
質のガソリンの量には，違いがあります。これ
は，ユーロ圏の国々においてもユーロの価格水
準が異なること，同一通貨についても実質的な
為替レートが存在し，そのレートが１ではない
ことを意味します。
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図１

８ Mihir Desai and James Hines, Value-Added Taxes and International Trade : The Evidence（Nov. 2002）, https :
//pdfs.semanticscholar.org/0245/59563b9d1470c5932a0b858bb9153ab750df.pdf[perma.cc/5SCZ-E7U5］．
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そこで，まず，国境税調整の導入前，アウデ
ィ（ドイツ車）が，ドイツにおいてもフランス
においても，１００で販売されているとします９。
また，プジョー（フランス車）も，両国におい
て，１００で販売されているとします。そして，
この状態が需給バランスによって決まった経済
的に最適なものであるとしましょう。次に，フ
ランスが，２０％の輸入関税を導入したとします。
この結果，アウディの実際の価格が具体的にい
くらになるかは分かりませんが，はっきりして
いることは，フランスにいるアウディの購入者
は，ドイツの購入者よりも，２０％多く支払わね
ばならないことです。一般に，輸入課税は，そ
の国の物価を引き上げます。次に，フランスが
２０％の輸出補助金を導入したとします。このと
き，プジョーの販売価格が具体的にいくらにな
るかは分かりませんが，はっきりしているのは，
フランスのディーラーが，ドイツの顧客が支払
うより，２０％大きい対価を得ることです。この
差額（補助金）は，ドイツでの価格を引き下げ
る方向に作用します。つまり，輸入課税と輸出
補助金のどちらもが，フランスでの価格を，ド
イツでの価格に対して相対的に引き上げる方向
に働きます。そして，このような価格の変化は，
国境税調整導入前の最適な状態が回復されると
ころまで進みます。両国とも，国内における相
対的な物価は変化しません。フランスでもドイ
ツでも，アウディとプジョーの価格は同じです。
他の物品やサービスの価格も，同様に変化しま
す。つまり，国境税調整を導入した国では，同
一通貨を使う国との関係では，輸入課税と輸出
補助金の率の分，物価が上昇することになりま
す。

もっとも，物の値段が全般的に上昇するため
には，それだけの通貨が必要です。したがって，

もし，ドイツやフランスにかつてのような通貨
発行の自主権があり，ユーロが国境を自由に通
過できないとすると，中央銀行が通貨供給量を
増やさない（税制に対応した通貨供給量の調整
を行わない）限り，価格水準は変化しない（で
きない）ことになります。その場合には，ドイ
ツに存在するユーロとフランスに存在するユー
ロとは別のものであり，ユーロがドイツ国境を
通過するときに，何らかの換算が行われること
になると考えざるを得ません。もちろん，現在，
ユーロは全て欧州中央銀行が供給しており，国
境を自由に通過しています。にもかかわらず，
ユーロ圏内の国々において，VAT の税率は統
一されていないし，仮に統一されたとしても，
仕向地基準をとるのであれば，原則として国境
税調整が必要になります。

ペッグ制により名目的な為替レートが固定さ
れている場合も，同様です。ただし，ペッグ制
をとる国々は，国内生産品の保護のためにそう
している場合があります。この場合，米国の例
に戻ると，実質的なドルの上昇を反映するよう，
為替レートを変更する可能性があります。

このような実質的な為替レートに関する考察
は，自らの通貨を持つ通常の国家についても，
示唆を与えてくれます。すなわち，先の米国の
例において，もし，連邦準備銀行が，今述べた
中央銀行の仮想例のように，税制に合わせて通
貨供給量を増加されれば，これによって価格水
準が上昇しますから，名目的な為替レートは，
変化しなくなるはずです。要するに，米国がイ
ンフレになれば，ドル高にはならないというわ
けです。

中央銀行による通貨供給量の決定には，いく
つかの事実上の制約があります。その重要なも
のは，価格，特に賃金の名目水準が下方硬直的

９ Martin A. Sullivan, Why Economists Believe the Blueprint Boosts the Dollar, 155 Tax Notes 555（2017）の設例
を少し変えています。
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であることです。すなわち，賃金の名目額を下
げることは極めて困難です。にもかかわらず，
消費税や付加価値税を導入すると，前述のよう
に一定の割合は企業に転嫁されますから，その
限りで企業利益は減少します。企業は，これを
回復するために賃金を引き下げようとするでし
ょう。賃金が下がらなければ，企業は雇用を控
え，失業率が悪化するでしょう。したがって，
消費課税は，勤労者の賃金に転嫁されることが
予測されます。ところが，賃金の名目額の引下
げは，前述の下方硬直性から困難ですから，中
央銀行は，通貨供給量を増やして価格水準を引
き上げ，名目賃金を維持して実質賃金を引き下
げる選択肢をとる可能性が高いと思われます。
そうすると，中央銀行が通貨供給量を増やした
分，名目的な為替レートの変化は生じないこと
になります。

いずれにしても，実質的な為替レートは，国
境税調整により必ず変化しますが，実質的な為
替レートは，名目的な為替レートと価格水準と
を複合したものですから，中央銀行は，貨幣供
給の調整により価格水準を調整し，これを通じ
て，名目的な為替レートを調整することが可能
であることに留意して下さい。この場面に限り
ませんが，ドル買いの賭けでは，いつも米国の
失業率に注意しておく必要があります。

２―２―４．法人税への適用
以上で示したことは，租税の名目が消費税や

付加価値税であるか，法人税や所得税であるか
には，関係しません。消費税や付加価値税であ
るから，消費者が税負担の全てを引き受ける，

だから，消費者の所在地国だけが課税権を得る
べきであるという考えは，規範論や政治的ス
ローガンとしては主張可能かもしれませんが，
少なくとも，税制をデザインする租税政策論で
は，考慮外に置くべきです。税負担の転嫁は，
その租税の名前を消費税としても法人税として
も，変わらないと思われます（モノの名前が人
間の行動を変える可能性はありますが）。国境
税調整の効果に関する以上の議論は，租税の転
嫁を含めたものとしており，消費税でも法人税
でも成り立つものと考えられます。

もっとも，WTO は，国境税調整の対象を間
接税に限定しています。DBCFT が間接税に分
類できるかどうか，もし無理なら，どのような
方策があるかについては，次に検討します。

３ 仕向地基準キャッシュ・フ
ロー税

３―１．租税の仕組み
ここで，仕向地基準キャッシュ・フロー税，

DBCFT について，その仕組みを紹介し，検討
を加えたいと思います。ただし，DBCFT は法
案として具体化されなかったので，昨年６月に
Paul Ryan 議員ら下院共和党から公表された
Blueprint と呼ばれるペーパーに基づいて説明
します１０。また，DBCFT の源泉は，２００５年１１
月にブッシュ大統領の顧問会議から公表された
Growth and Investment Tax（GIT）１１まで遡る
ことができると考えられますし，DBCFT の原
型は，UC Berkley の Auerbach 教授らによっ
て作られたものですので，これらも適宜参照し

１０ 注１であげた文献。
１１ President’s Advisory Panel on Federal Tax Reform, Simple, Fair, and Pro-Growth : Proposals to Fix America’s

Tax System（2005）．紹介として，岡村忠生「法人税の課税ベースと消費課税」日本租税研究協会『税制改革と国
際課税（BEPS）への取組』８２頁（２０１５年）。さらに，Hall-Rabushka による The flat tax を発展させた David Brad-
ford による X-tax にまで遡ることもできます。Alan D. Viard, The Brady-Ryan Plan : Potential and Pitfalls, 155
Tax Notes 249（2017）．The flat tax と X-tax についても，前述の拙稿で紹介しています。

― 82 ―



ます１２。さらに，本年５／２２に公表された下院
の報告書（JCX―２０―１７）も適宜用います１３。

DBCFT は，一言でいえば，法人税を消費税
や付加価値税の方向に，次に述べる３点で変形
したものとなります。どのような変形かという
と，第１に，キャッシュ・フローの基準により，
課税時期を決定します。したがって，資産や負
債という概念が存在しません。これは，消費税
などと同じです。ただし，消費税などとは異な
り，支払給与を控除することができます。この
ような租税について，米国では１９８０年代から，
Flat Tax，X―Tax などとして，繰り返し提案さ
れてきました１４。DBCFT も，このような一連
の提案のひとつと位置づけられます。これらの
租税で給与を控除する理由は，その実質的な負
担者が，給与に相当する部分については，その
支払先である被用者であると考えられているた
めです。これは，大変興味深いのですが，考え
てみれば，法人税が株主に負担されているのは，
支払配当が費用控除できないため，法人税の税
引後利益を配当しているからだ，という論理に
近似したものと見ることができます。この考え
方に立つと，支払給与の部分については，企業

で控除をし，被用者の所得とすることで，企業
ではなく被用者に対して課税が行われ，被用者
の人的な事情を考慮した課税，すなわち，所得
控除や累進税率による課税ができることが，公
平や再分配の観点から，消費税や付加価値税に
対する大きなメリットと考えられます。

第２は，利子に関する取扱いです。Blueprint
では，支払利子は受取利子のみから控除するこ
とができ，控除しきれない部分は，期間の限定
なしに繰り越され，将来の受取利子から控除す
ることとされています。また，金融機関につい
ては，利子に関する特別なルールを設けること
が予定されています１５。なお，先に述べたブッ
シュ政権下での GIT では，受取利子や受取配
当は非課税，支払利子・支払配当は非控除とな
っています。株式や債券などの金融資産の譲渡
損益，というより，キャッシュ・フロー・ベー
スですので，譲渡収入と取得費になりますが，
これらについても，非課税・非控除と考えられ
ます。

３―２．国境税調整
そして，第３が，国際課税における仕向地基

１２ 最新のものとして，Alan J. Auerbach et al., Destination-Based Cash Flow Taxation, Oxford University Centre
for Business Taxation Working Paper WP17/01（2017）があります。また，Alan J. Auerbach, A Modern Corporate
Tax, The Hamilton Project（2010），available at http : //www.hamiltonproject.org/papers/a_modern_corporate_
tax ; Alan Auerbach & Michael P. Devereux, Consumption and Cash-Flow Taxes in an International Setting, Ox-
ford University Centre for Business Taxation Working Paper WP12/14（2012）も参照。批判的考察も多数あり
ますが，Wei Cui, Destination-Based Cash-Flow Taxation : A Critical Appraisal, 67 University of Toronto Law
Journal 301（2017）を参照。

１３ Joint Committee on Taxation, Destination-Based Taxation and Border Adjustment,（May 22, 2017）（JCX-20-17）．
１４ 岡村前掲注１１を参照。また，Robert Carroll & Alan D. Viard, Progressive Consumption Taxation : The X-Tax

Revisited（AEI Press, 2012）も参照。
１５ 金融サービスに関する検討として，David P. Hariton, Financial Transactions and the Border-Adjusted Cash

Flow Tax, 154 Tax Notes 239（2017）は，金融サービス事業は，従来通りの所得課税に服すべきであると述べて
います。また，Mike Gaffney, It’s the Journey, Not the Destination : Financial Services Enterprises and the
DBCFT, 155 Tax Notes 501（2017）も，金融サービスを非課税とすることが政治的に不可能であるとして，DBCFT
の下での金融サービスの仕向地についての検討を行い，従来の移転価格税制（グローバル・トレーディングに関す
る米国規則）や OECD の恒久的施設に関する考え方に従って，金融サービス所得を生み出した活動のあった場所
を仕向地とみなすべきであるとの提案を行っています。
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準です。冒頭でもお話ししましたが，DBCFT
は，国際課税の側面では，法律上の（言い換え
れば，事実上の転嫁を考えない場合の）課税権
を仕向地国（対価を支払う者の所在する国，最
終的には消費地国）のみに与える税制です。所
得が創造された国ではありません。このため，
移転価格操作やタックスヘイブンの利用（ただ
し，Blueprint は，サブパート F のかなりの部
分を温存するとしていますが１６。）などによる
税負担軽減ができないことになるはずです。こ
れは，DBCFT のメリットだと考えられます。
Blueprint がこのような国境税調整を導入しよ
うとする理由は，多くの先進国が VAT を導入
しており，米国がこのままの法人所得税を続け
ることは，競争上不利益になるためとされてい
ます。

仕向地基準は，これまでの所得課税における
全世界所得課税主義（world-wide system）と
も，地域内所得課税主義（territorial system）
とも異なるものです。なぜなら，これらはいず
れも所得の発生，創出に着目しているからです。
しかし，あえて言えば，ある商品の生産から販

売までが生み出す全ての価値に対して，最終消
費地国だけが課税権を有する点において，全世
界所得課税主義と似ていると考えられます１７。
もっとも，通常は，全世界所得課税主義であっ
ても外国税額控除などにより外国にも課税権を
分配しますので，仕向地基準課税は，ひとつの
国が課税権を持つという考え方を，さらに徹底
しているということができます。

DBCFT における国境税調整は，消費税や付
加価値税とは異なります。消費税では，輸入時
（通関時）に税を支払います（なお，付加価値
税では，再販売時に支払う場合もあり，これが
いわゆるカルーセル・スキーム（回転木馬詐
欺）の原因のひとつになっています。）１８。また，
輸出免税では，輸出を免税としながら，それに
係る仕入税額控除を認め，税額よりも税額控除
額が大きければ，必ず還付が行われます。そし
て，輸入時と輸出時のいずれでも，税額レベル
での計算が行われます。これに対して，DBCFT
は，法人税を変形したものであり，所得レベル
で計算が行われます。

１６ A Better Way, supra note 1, at 29.
１７ これとは異なる見解として，注４であげた文献があります。
１８ 岡村忠生・酒井貴子・田中晶国『租税法』（有斐閣，２０１７年）２４５頁参照。

－９０－１００１０８０１０１００輸出

１００１０８０１０１００国内販売

販売業者：

１５０１５５０１５８０製造業者

４５２５２０２５５５０農業者

純課税ベース国境税調整DBCFT 課
税ベース仕入れ支払給与売上事業者

表２ DBCFTと国境税調整
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表２をご覧下さい。これは，表１と同じ取引
の連鎖について，DBCFT の扱いを示したもの
です。前述のように，支払給与が仕入れととも
に控除され，いったん DBCFT 課税ベースを
計算した後，国境税調整，すなわち，農業者の
輸入について＋２５（仕入資産の取得費），販売
業者の輸出について－１００（国外への売上高）
の増減が行われます。すなわち，輸入課税は，
輸入品の原価を費用（損金）に算入しない方法
で行われます。なお，DBCFT はキャッシュ・
フロー税ですから，原則となる損金算入時点は，
支払時になります。輸入品を販売した対価は，
課税の対象です。そうすると，現在の法人税と
比較して，輸入品を販売した場合，原価が損金
算入できない，という形で，重い税負担が生じ
ることが分かります。輸出免税は，輸出により
売上高に課税しない（益金不算入）によって実
現されます。輸出に係る原価は，輸入によるも
のでなければ，控除されますから，輸出からは

必ず損失が生じることになります。この扱いは，
単に輸出による所得（売上－仕入）を非課税と
すること（テリトリアル・システム）より，は
るかに大きな租税上の利益です。

３―３．損失の売買と資産の所在地
そこで，まず問題とされるのは，輸出による

損失の扱いです。消費税とは異なり，法人税で
は，損失に税率を乗じた金額を還付することは
行われていません。DBCFT では，還付を認め
ることも考えられないではありませんが，通常
の損失（Net Operating Loss）と輸出に係る損
失とを切り分けることは，難しいと思われます。
また，インボイスによって税の連鎖（前段階で
税が支払われていない限り，仕入税額控除が認
められないこと）を確保することも予定されて
いないので，不正還付に対する懸念もあります。
これらのことから，DBCFT においては，還付
を認めることはないとの理解が一般的です１９。

� �� �

�

図２

このとき，現在の法人税にも増して，損失を
他の法主体に移転して現金化すること（損失の
売買）を欲する強いインセンティヴが生じ，こ

うした取引が盛んに行われるようになることが
予想されています２０。この点に関係する DBCFT
の根本的な脆弱性として指摘されているのは，

１９ ただし，Blueprint 自体は，還付の可否について明言していません。
２０ 以下の取引については，David P. Hariton, Planning for Border Adjustments : A Practical Analysis, 154 Tax

Notes 965, 974-976（2017）を参照。また，Raymond J. Wiacek, Casey at the BAT : Tax Reform and the Border-
Adjustable Tax, 155 Tax Notes 1589, 1595-1597（2017）も参照。
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取引における税の連鎖を，輸出入を介在させる
ことで，切断できることです。図２をご覧下さ
い。いま，Ａ社がＢ社に商品を販売すれば，そ
の対価は，キャッシュ・フロー・ベースで，Ａ
社で課税，Ｂ社で控除となりますが，その中間
に外国法人Ｃ社が介在すれば，Ａ社では非課税，
Ｂ社では控除不可となります。そうすると，仮
に，Ａ社が黒字法人，Ｂ社が赤字法人（損失
（NOL）を抱えた法人）であるとすると，Ａ
社は輸出から生じる損失により黒字を打ち消し，
Ｂ社は輸入から生じる非控除を損失で打ち消す
（損失があるので，輸入による控除不可は問題
にならない）ことになります。そして，ここで
取引される商品の対価は，このような税負担減
少のメリット（租税利益，tax benefit）を含ん
だものになるでしょう。ここでは，損失が売買
されているのです。この目的からは，取引され
る商品は無価値なものとして取引コストを節約
し，租税利益だけを売買することが最適だと思
われます。また，Ａ社とＢ社は，関連法人であ
る必要はありません。独立法人でも，このよう
な取引を行うことでしょう。介在するＣ社も，
Ａ社やＢ社の関連会社でもいいのですが，この
ような介在専門の業者が出てくることも考えら
れます。そして，このような取引を防止するた
めには，移転価格税制が必要になりそうです。
ただし，移転価格の算定において，租税利益を
どのように勘案するか否かについては，いわゆ
るロケーション・セービングに関連して，議論
の余地があります。

さらに，取引対象資産の所在地国とキャッシ
ュ・フローの生じる国を変えることも考えられ
ます。たとえば，内国法人が外国法人（特にそ
の内国法人の外国子会社）に商品を販売し，そ
の対価を受け取ることは，輸出に該当するでし
ょうか。もしそうなら，つまり，キャッシュ・
フローによって輸出や輸入を判定するのであれ
ば，親会社が国外で生産した資産を「輸出」し
て損失を得ることや，外国法人の所有する国内
に所在する資産を「輸入」することが可能にな

ります。そうすると，前述した損失の売買は，
もっとやりやすくなるでしょう。もし，輸出免
税をキャッシュ・フローの生じた場所によって
判定することが不適当であれば，物理的な資産
の所在地に基づくことになります。実際，この
ような判定は，EU での資産の物理的所在地判
定（place of supply rule）で行われています。
しかし，特に米国のような国にとって，このよ
うな資産の所在地を IRS が捕捉することは困
難であると言われています。

もちろん，DBCFT において，損失の売買を
租税回避行為として禁止することが妥当かどう
かは，根本的な問題です。消費税や付加価値税
では，民間での売買どころか，政府が直接還付
をしているからです。しかし，議論の大勢は，
前述のように他の原因による損失との区別がで
きないことや，莫大な還付となり，EU 付加価
値税におけるカルーセル・スキームのような国
に対する詐欺が懸念されることから，認めない
としています。もっとも，先ほど述べました輸
入課税と輸出補助金との対称性の必要性の議論
からは，最終的に利用（控除）できない欠損金
が生じることは，均衡を崩す要素のひとつとな
るので，好ましくないことになります。

輸入に関しても，乱用が懸念されています。
DBCFT は，もともと法人税の変形ですから，
EU 付加価値税のような厳格さの輸入課税（国
境税調整）は予定していません。輸入について
は，仕入原価の控除を認めないこととしている
ので，いわば輸入の瞬間（国境を越える瞬間）
を捉える必要はないと考えられています。しか
し，控除否認の方式では，前述の輸出免税とは
対称的に，輸入者が輸入商品を販売したとき，
非常に重い税負担が生じます。仕入の原価が控
除できないからです。このため，IRS は，輸入
業者をしっかりと把握し，執行を確保しなけれ
ばならないことになりますが，IRS として，こ
れには，かなりの資源を投入することになると
予想されています。さらに，たとえば，中国法
人の米国支店が商品を米国に持ち込み，米国で
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販売する場合，輸入課税の対象となるのは，付
加価値税や消費税の仕組みでは中国法人の米国
支店になりますが，DBCFT をこのように執行
することは，現在の法人税と同様の困難さが生
じると言われています。しかし，かといって，
この中国法人の支店から商品を購入した者を輸
入者とすることも，困難です。なぜなら，資産
の発送と引渡は米国内で完結しているので，購
入者にとって，それが輸入なのかどうかが分か
らないからです。執行のためには，事業者登録
制度とインボイスの導入が必要になるかもしれ
ませんが，DBCFT では全く予定されていませ
ん。

このように，DBCFT では，消費税や付加価
値税と同様，資産の物理的な所在地を決める必
要があるのですが，ここで問題となるのは，無
形資産です。パテントやノウハウのような主と
して B２B で取引される金額の大きい無形資産
から，音楽ファイルのダウンロード販売のよう
な消費者向けの少額大量のものまであります。
これらは，物理的な意味での国境税調整
（boarder control），つまり，国境通過の規制
や管理ができません。そうすると，前者（パテ
ントなど）では，輸出免税との関係で注意すべ
き点があります。それは，国内で多額の資金を
投入して研究開発を行い，その成果として取得
した無形資産を，国外の関連法人などに譲渡す
る場合も，この輸出免税の対象となることです。
この場合，国内での投入資金は（キャッシュ・
フロー・ベースで）控除されますが，譲渡の対
価は課税を受けません。所得課税では，まさに
BEPS，税源侵食のケースになるのですが，
DBCFT は仕向地基準だから，そうではないと
いうことになるのでしょう。輸出になるかどう

かで大きな税額が動きますので，無形資産が最
初，ほんとうに国内に所在していたことを，確
認することが重要になります。後者（ダウンロー
ド販売など）では，消費者に課税することの可
否のほか，仮にそれが可能であるとしても，消
費者側が輸入であるのか否かの判断ができない，
つまり，やはりここでも，資産の所在地が判定
できないことが問題となります。輸出に関して
も，音楽ファイル等が本当に国外にダウンロー
ドされているか（国内の消費者が購入していな
いか）の把握が必要になりますが，この作業も
極めて困難と思われます。

また，この所在地決定に関連する問題として，
資産のようには所在地が決められない役務，
サービスの扱いがあります２１。EU の VAT 指
令では，提供者の居住地や提供を行った恒久的
施設の所在地とされています２２。しかし，原則
は消費（事業での費消）が行われる場所ではな
く，提供者の所在地で判定することとなります
と，操作の可能性は大きくなることが考えられ
ます。そのためかと思われますが，たとえば英
国で VAT を担当する英国歳入関税局（Her
Majesty’s Revenue and Customs，HMRC）の
具体的なルールを見ますと，実際には１８項目の
要素を勘案する複雑なものとなっています２３。

３―４．WTO協定との関係
WTO は，ご承知のように，企業に対する輸

出補助金を禁止しています。この禁止には，輸
出に関する租税の減免も含まれます。DBCFT
に関して問題となる具体的な規定は，WTO に
よる「補助金及び相殺措置に関する協定」
（Agreement on Subsidies and Countervailing
Measures，SCM）の付属文書（Annex）Ⅰのパ

２１ なお，EU の VAT では，無形資産の移転もサービスの提供に含めています。COUNCIL DIRECTIVE 2006/112
／EC Art２５（１）．

２２ COUNCIL DIRECTIVE 2006/112/EC Art 43.
２３ HMRC internal manual, VATPOSS05000.１８項目への整理は，Hariton, supra note 20, at 973で行われています。
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ラグラフ（e）です。経産省の HP にある訳文で
は２４，「商工業を営む企業が支払う又は支払う
べき直接税（注２）又は社会保障負担金につき，
輸出に関連させてその額の全部又は一部の免除，
軽減又は繰延べを認めること（注３）。」とあり，
注２では，「「直接税」とは，賃金，利潤，利子，
賃貸料，ロイヤルティその他の所得に対して課
される税及び不動産の所有に対して課される税
をいう。」「「間接税」とは，売上税，個別消費
税，取引高税，付加価値税，フランチャイズ税，
印紙税，流通税，事業資産税，国境税その他の
税であって直接税及び輸入課徴金以外のものを
いう。」と規定されています。したがって，補
助金の禁止は所得税のような直接税（direct
tax）に対するものであり，消費税や付加価値
税のような「間接税（indirect tax）」における
輸出免税は，還付を伴うものであっても，禁止
の対象外になります。もちろん，先に見た輸入
課税と輸出免税との均衡による中立性の議論は，
直接税であるか間接税であるかを問わずに成り
立ちますから，この WTO の方針は当を得ない
ものなのですが，ルールはルールですので，租
税の形式や名称が問題となるものと思われます。
つまり，DBCFT を，所得控除方式の間接税と
見ることができるかどうかが問題です２５。

なお，租税の名称に関連して，Blueprint は，
新たに付加価値税を導入することはしないと述
べました２６。そして，国境税調整を変形された
事業税制の文脈（context）において行うと述
べています。Blueprint は，間接税についての
み国境税調整を認めることによって，WTO が，
これまで間接税のない米国を競争上不利に扱っ
てきたとの認識を示した上で，しかし，DBCFT

は，消費を課税ベースとする租税であり，WTO
の輸出補助金の禁止には抵触しないから，これ
からは米国も同じ土俵で競争ができると述べま
した。これは，WTO の輸出補助に関するルー
ルが，所得課税を中心にしてきた米国からどの
ように見えるかを示していて，興味深いものが
あります。そして，なぜ間接税なら輸出を免税
にしても輸出補助金にならないのかが，問われ
ることになります。

DBCFT は，支払給与が控除される点で，消
費税や付加価値税と大きく異なります。多くの
論者が，このことを理由に，DBCFT は WTO
において間接税とは認められないだろうと述べ
ています２７。たしかに，給与が控除できるとす
ると，商品の価格そのもの（売上）が課税の対
象であるとはいえないことになります。これは，
制度の形（課税ベースや税額の計算方法の形
式）においてのことですが，さらに，課税ベー
スの内容から見ても，通常の付加価値税の課税
ベースは，経済学的には，２つの要素，すなわ
ち，労務費（約２／３を占めるといわれていま
す。）と超過利潤（通常利潤を超える利潤）で
あるのに対して，DBCFT では，このように課
税ベースの大部分を占める労務費が，課税ベー
スから抜け落ちています。もちろん，この部分
は，給与所得者において課税されているので，
その部分までを含めて，言い換えれば，DBCFT
と給与所得税（賃金税）を一体として，実質的
な付加価値税であるとする主張は行われていま
すが，給与所得者における課税では，基礎控除
などの所得控除や累進税率が適用されるので，
不完全なものになります。したがって，支払給
与の控除は，形式的にも実質的にも，DBCFT

２４ http : //www.meti.go.jp/policy/trade_policy/wto_agreements/marrakech/html/wto13.html
２５ Reuven S. Avi-Yonah & Kimberly Clausing, Problems with Destination-Based Corporate Taxes and the Ryan

Blueprint, 8 Colum. J. Tax Law 229（2017）．
２６ A Better Way, supra note 1, at 15.
２７ 代表的な主張として，Avi-Yonah & Clausing，supra note２５，at２３５-２４６．
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を，WTO のいう「間接税」から遠ざける方向
に作用します。

では，実質論である輸入課税と輸出免税との
対称性については，どうでしょうか。前に説明
したように，この対称性により，輸入課税と輸
出補助金とがいわば打ち消し合い，どちらの効
果も生じないことになります。つまり，輸出補
助金の作用は，対称的な輸入課税により打ち消

されている，だから，このような輸出補助金は
禁止しなくてよいという論理になります。この
論理からいくと，DBCFT は，どうなるでしょ
うか。相対立する２つの見解があります。

第１の見解は，支払給与が損金算入されてい
る分だけ，輸出補助金が輸入課税の負担よりも
大きな金額になるというものです２８。

表３をご覧下さい。いま，ぶどう農園でぶど
うを栽培してワイン製造者に販売し，ワイン製
造業者がそのワインを輸出するという設例を考
えます。やや非現実的ですが，ぶどう栽培には
労務費（支払給与）以外の原価はなく，労務費
は３０，利益を１０とし，DBCFT の税率を２０％と
します。そうすると，ぶどうの販売価格は税抜
き４０，税込みでは４２（税額は（４０－３０）×２０％
＝２）になります。ワイン製造業者は，この４２
に，４５の労務費と１５の利益を加算して税別で１０２，
税込で１０５（税額は（１０２－４２－４５）×２０％＝３）
で販売することになります。ただし，これは国
内向けの場合です。今議論している輸出の場合
には，国内の課税を抜いて考えて，１００（ぶど
う製造段階の原価と利益の合計４０に，ワイン製

造段階の税抜きでの原価と利益の合計６０を加算
して１００）で販売することになると思われます。
この販売対価は，免税（益金不算入）です。控
除側では，税抜きのぶどうの原価４０と，ワイン
製造のための労務費４５の合計８５が，キャッシ
ュ・フロー・ベースで控除（損金算入）されま
す。この控除は，８５×２０％＝１７の価値を持つ租
税利益です。この租税利益は，ぶどう栽培やワ
イン製造における利益とは別に，それらに追加
して，政府からもたらされる利益です。

輸入国では，仮に付加価値税の税率が同じ
２０％であるとして，１２０で販売されることにな
ります。同じ税率なのに，国内の販売価格１０５
より，１５だけ高い価格になります。これは，外
国での付加価値税算定において，労務費の控除

２８ Id. at 238-239. 以下の設例は，この記述に基づきます。また，Wolfgang Schoen, Destination-Based Income Taxation
andWTOLaw : A Note（January 2016）. Working Paper of theMax Planck Institute for Tax Law and Public Finance
No. 2016-3. Available at SSRN : https : //ssrn.com/abstract=2727628or http : //dx.doi.org/10.2139/ssrn.2727628も参
照。

－８５－１００１５４０４５１００輸出

１５０１５４２４５１０２（１０５）国内販売

ワイン製造
販売業者：

１００１００３０４０（４２）ぶどう栽培
農家

課税ベース国境税調整利益仕入れ支払給与売上事業者

表３ 支払給与の控除と輸出補助金
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（その価値は，（３０＋４５）×２０％＝１５）が認めら
れないことに対応しています。なお，国内でも
通常の付加価値税と同じ計算（労務費の控除な
し）をすれば，もちろん，国内販売と輸出のど
ちらも，販売価格は税別１００，税込１２０になりま
す。

さて，DBCFT の下では，ぶどう農家の利益
もワイン製造業者の利益も減らさずに，輸出価
格を引き下げることができます。ワイン製造業
者は，租税利益である１７を，対価の引き下げに
使うことができるからです。輸出価格が１７引き
下げられたとすると，税別で８３（＝１００－１７）
となり，相手国での販売価格は，２０％の付加価
値税を加えても，９９．６（＝８３×１．２）となります。
そうすると，米国内で通常の付加価値税を課さ
れた場合よりも２０．４安い価格で相手国において
販売することができ，相手国や他国の競争者よ
りも有利となります。これは，DBCFT におい
て支払給与が控除されたためであり，支払給与
の控除は，輸出補助金であるといえます。支払
給与の控除により，通常の付加価値税における
輸出免税よりも大きな租税利益を与えることに
なるので，経済的な実質論としても，DBCFT
は競争を歪曲するといえます。均衡論から見れ
ば，DBCFT における輸入課税が２０であるのに
対して，輸出補助金は通常の付加価値税での２０
に，今述べた支払給与の控除１７を加えた３４にな
るので，両者は均衡しないといえます。

このように，第１の見解が DBCFT の支払
給与の損金算入が輸出補助金に当たると主張す
るのに対して，第２の見解は，DBCFT を擁護
して，次のように述べます２９。たとえば Auer-
bach は，仮に米国が支払給与控除のない標準
的な付加価値税を導入し，同時に，給与所得課
税（賃金税）を減税したとしても，WTO に関
する問題は何も生じないことをまず指摘します。

そして，DBCFT における支払給与の損金算入
も，賃金税の減免と同じだと主張します。また，
経済的にも，給与の損金算入による効果は，意
味がないと述べます。なぜなら，たしかに，賃
金税の減税は，国内での生産コストを引き下げ，
生産と雇用を促進するけれど，それは，国内生
産への減税の全てに共通する効果であるからで
す。輸出補助金をその経済的実質から見るので
あれば，国内生産に対する所得課税の減税も認
められないはずです。さらに，このような経済
的実質からの主張が通らないとしても，税制の
形式として，DBCFT そのものでは支払給与の
損金算入をしないこととするが，それとは別に，
支払給与について，減税をするか，補助金を与
えることにすればよいと主張しています。

この問題は，結局のところ，租税の転嫁をど
のように考えるかになります。おそらく，Auer-
bach の言うように，国内生産に関する様々な
優遇措置は，通常の付加価値税の下でも，輸出
促進の方向に作用するものと考えられます３０。
しかし，WTO が各国の租税政策をそこまで問
題とすることはできないので，現在のところ，
間接税か直接税かという形式的区別が行われて
いると思われます。DBCFT における支払給与
の控除は，たしかに輸出を促進するものではあ
りますが，この控除自体は，内外を問わずに適
用されるので，表面的には，輸出補助金という
ことは困難かもしれません。少なくとも，形式
の上で，DBCFT の支払給与の控除を廃止し，
相当する補助金の支給などを行うことにすれば，
WTO 協定をクリアすることは可能と考えられ
ます。

３―５．租税条約との関係
租税条約との関係では，まず，DBCFT が条

約の対象とする所得に対する租税か否かが問題

２９ Auerbach, supra note 12, at 84-85.
３０ Id．
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となります。もしこれが肯定されるとすると，３
つの問題が生じると言われています３１。

第１に，輸入課税が恒久的施設（PE）を経
ずに行われた場合，事業利益に対して「PE な
ければ課税なし」を規定するモデル条約７条と
抵触する可能性があります。これは，仕向地基
準による所得課税全般にいえることです。第２
に，輸入課税は，モデル条約１２条に規定された
ロイヤリティやロイヤリティに代わりうるその
他所得で２１条に規定されたもの（合わせて「ロ
イヤリティ等」といいます。）を生じる無形資
産に対しても課されます。つまり，DBCFT で
は，ロイヤリティ等の国外への支払いは輸入で
あり，控除できないはずです。ところが，モデ
ル条約のこれらの規定は，ロイヤリティ等は，
その受益的所有者の居住地国のみが課税できる
と規定しています。つまり，外国の受益的所有
者に支払われるロイヤリティ等は，控除を認め
なければならなくなります。第３に，DBCFT
では，輸出を行う国内企業を，輸入を行う外国
企業よりも有利に扱うこととなり，無差別条項
に反する可能性が指摘されています。

このような条約規定との関係に加えて，貿易
相手国が DBCFT に対して，どのように反応，
対応するかも，問題となります。DBCFT は，
米国に企業を誘致し，利益を移転する強い誘因
を与えると思われます。この背景の下で，相手
国は，（報復的に）DBCFT が所得に対する租
税でないとして，外国税額控除を与えないこと
や，米国をタックスヘイブンと見て，米国の関
連企業に CFC 税制を適用することが考えられ

ます。そして，結局のところ，租税条約による
国際租税秩序が崩れ，米国の納税者が，外国の
源泉徴収や移転価格税制の執行において，外国
政府から不利益を被ることを懸念する見解があ
ります。

３―６．その他の問題
DBCFT については，最初に述べた国際租税

上の利点（移転価格税制や CFC 税制が不要で
あること）に対して，いくつかの問題点も指摘
されています３２。まず，インバージョンは，防
止できないのではないかといわれています３３。
インバージョンが生じる原因は，法人課税のな
い 国 や 地 域 の 存 在 と，国 外 に 囚 わ れ た
（trapped）資金（国内に送金すると税負担が
生じる資金）の存在がいわれますが，DBCFT
でも収益に対する２０％の課税があるので，やは
り資金や事業を税率ゼロの国において，テリト
リアル・システムを米国が採用する前提で，非
課税で米国に適宜，送金した方が有利になるか
らです。もちろん，国外で得られた収益には，
それが米国の事業から得られた場合にも課税を
しないように徹底すれば，国外移転のインセン
ティヴは減少すると思われますが，この内外判
定は，特に役務や無形資産を巡って困難です。
これは，消費税や付加価値税でも明らかです。
このことは，次に見ます。

さらに，知的財産権（IP）の輸出免税につい
ては，先にも少し触れましたが，これを利用し
た次のようなスキームが，既に考案されていま
す３４。①米国のたとえば製薬会社が，合衆国で

３１ Avi-Yonah&Clausing, supra note 25, at 246-247.なお，より詳細な検討として，Richard S. Collier & Michael P. De-
vereux, The Destination-Based Cash Flow Tax and Double Tax Treaties, Oxford University Centre for Business
Taxation Working Paper WP17/06（2017）があります。

３２ 以下で述べた問題点以外にも，いくつか指摘されています。David M. Schizer, Border Adjustments and the Con-
servation of Tax Planning, 155Tax Notes 1451, 1457-1459（2017）．

３３ Id. at 247-248 ; David S. Miller, How Donald Trump Can Keep His Campaign Promises, 155 Tax Notes 1105, 1123
（２０１７）．

３４ Avi-Yonah & Clausing, supra note 25, at 248-249 ; Miller, supra note 33, at 1120-1121.
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開発費用の控除を受けながら IP を開発し，そ
れをアイルランドの子会社に輸出します。対価
は可能な限り高くします。これにより，米国で
は非課税，アイルランドでは高い取得価額とい
う二重の利益を得ることになります。アイルラ
ンド子会社が薬品を製造して利益を得ると，テ
リトリアル・システムの下，米国親会社は非課
税で受け取ります。アイルランド子会社にアイ
ルランドでの課税所得が生じそうな場合は，米
国親会社はさらに IP を売却し，アイルランド
子会社の償却費等を増加させます。②アイルラ
ンドの親会社が米国子会社を保有する場合には，
アイルランド親会社は借入れにより資金を調達
し，米国子会社から IP を取得します。米国子
会社は，費用控除を受けながら，さらに IP を
開発し，親会社に輸出します。③アイルランド
親会社が米国子会社から取得した IP を，米国
で使用して利益を得ようとする場合，米国子会
社にライセンスしても，米国では輸入課税とし
て費用控除ができず，かつ，アイルランドでも
課税されますから，このようなライセンスは行
われないと思われます。では，それに代えて，
親会社が IP を米国子会社に現物出資した場合，
どうなるでしょうか。Blueprint からは，輸入
課税と出資に対する非課税との関係や，キャッ
シュ・フロー税と償却の可否との関係などが明
らかではありませんが，様々なプラニングの可
能性があります。④役務提供の扱いについても，
Blueprint は明確ではありません。たとえば，
米国居住者のヘッジファンドのマネージャーが，
オフシュアのヘッジファンドに役務を提供した
場合，輸出免税になるか，また，そのマネージ
ャーが取引のアルゴリズムを開発してオフシュ
ア・ヘッジファンドに売るかライセンスすれば，
対価やロイヤリティは免税となるかという疑問，
そして，もしそうなら，オフシュア・ヘッジフ

ァンドは巨大なタックス・シェルターになるの
ではないかといった懸念が表明されています。

４ 消費税改正と仕向地基準

４―１．改正の概要と特徴
DBCFT では，以上のように，役務提供と IP

関連収益など，国境税調整が物理的にはできな
い場合の仕向地基準課税に，大きな問題のひと
つがあることが明らかにされました。しかし，
この問題は，消費税や付加価値税でも，ほぼ同
様に生じると思われます。以下では，このよう
な観点から，平成２７年度の消費税改正における
国境を越える役務の提供に係る課税の見直しを
振り返りたいと思います３５。

この改正は，当時の税制調査会の資料などか
らも明らかなように３６，インターネット等を通
じた国境を越える役務提供の急増が，日本国外
の事業者を国内の事業者に対して有利に扱い，
競争上の不公平が生じていたことなどを背景に，
仕向地（消費者の居住地）を基準として課税権
を分配する改正でした。ただし，国境を越える
役務提供に係る見直しの対象は，①電気通信利
用役務の提供と，②芸能・スポーツ等の役務の
提供（「特定役務の提供」）という２つの領域に
限定され，それ以外のもの，たとえば前述のフ
ァンド・マネージャーのようなケースは，改正
の対象外に置かれました。ただし，改正の対象
外とされた領域には，従来から仕向地基準であ
った領域が含まれ，一定の明確化も行われてい
ます（法４条３・４項と施行令６条２項の改正）。
このような対象領域の限定は，２７年度改正のひ
とつの特徴といえます。このことから，２７年度
改正は，今後必要になる役務提供に関するルー
ルの抜本的改正の前触れのようなものと位置づ
けられるのかもしれません。特に②の部分は，

３５ 岡村他前掲注１８，第４章（酒井執筆部分）参照。
３６ 税制調査会 web サイト・第５回国際課税ディスカッショングループ（２０１４年６月２６日）の資料を参照。
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役務提供のごく一部であるが，相当の税額にな
ると思われる芸能・スポーツ等の役務提供のみ
を対象としており，そのように感じられます。
もうひとつの特徴は，インボイス制度がなく，
したがって事業者登録制度もない状態で改正を
行わねばならなかったことに由来するものです。
このことから，B２B と B２C を正確に区別す
ることができないため，事業者向け取引と消費
者向け取引（正確には事業者向け取引ではない
取引）という近似的な区別を行い，リバースチ
ャージのような課税方法が導入されました。

４―２．内外判定基準
消費税の対象は，「国内において」（消法４条

１項）行われた課税資産の譲渡等です。この判
定を行う基準が，内外判定基準です。仕入税額
控除の対象も，国内において行われた課税仕入
れに限られますから（消法３０条１項），内外判
定が必要になります。内外判定は，資産の譲渡
および貸付けについては，その資産の所在地（消
法４条３項１号），役務の提供については，原
則として役務提供が行われた場所により行われ
ます（同項２号）。仕向地基準では，資産の譲
渡等を受けた者の所在地となるはずですから，
このような基準は，仕向地基準とは異なるもの
です。とりわけ資産の譲渡については，譲渡資
産の所在地が原産地である可能性は高いと考え
られます。さらに，役務の提供が行われた場所
が明らかでない一定の役務の提供については，

役務の提供を行った者の役務の提供に係る事務
所等の所在地によって判定されます（消法４条
３項２号括弧書，消令６条２項６号）。この基
準は，まさに原産地基準です。内外判定基準が
原産地基準に傾斜するのは，課税権（申告をさ
せ，調査と課税処分を行う権限）と徴収権（強
制徴収をする権限）の行使可能性が念頭に置か
れるためと考えられます。

２７年度改正では，電気通信利用役務の提供に
ついての内外判定基準は，仕向地基準に忠実に，
その役務の提供を受ける者の住所若しくは居所，
本店若しくは主たる事務所の所在地とされまし
た（消法４条３項３号）。また，特定役務の提
供については，次に述べるリバースチャージの
関係で，特定仕入れの内外判定が問題となりま
すが，やはり，役務の提供地による判定になり
ます（消法４条３項２号・４項）。このような
仕向地基準では，国外事業者（消法２条１項４
号の２。所得税法上の非居住者と法人税法上の
外国法人）に納税義務を課さねばならないから
です。外国の主権下では実地調査などができず，
この課税の執行は不完全とならざるを得ないこ
とが容易に想像されます。

このように見ると，たとえば前述のファン
ド・マネージャーのようなケースや，外国の弁
護士が日本に来て役務を提供するといった場合
については，原則通り，役務提供地による判定
になりますが，その具体的なあり方については，
今後の検討が必要と考えられます。

― 93 ―



４―３．課税方法

表４をご覧下さい。前述のように，改正は，
①電気通信利用役務の提供と，②特定役務の提
供という２つの領域を対象としました。これら
２つの領域に対する課税方法は，電気通信役務
提供については，おそらく日本の事業者には登
録制度がないことから，その取引の性質によっ
て事業者向け取引とそれ以外（消費者向け）の
取引に区別し，事業者向け以外については，国
外事業者に納税義務を課すこととされました。
これは，消費税の原則通り（仕向地基準）です
が，国外事業者への執行の問題があります。つ
まり，国外事業者に納税義務を完全に履行させ
ることはできないし，資産の場合のような物理
的な国境税調整ができないわけです。したがっ
て，国外事業者に任意的な協力を求めざるを得
ないこととなり，そのためのインセンティヴも
必要になります。国外事業者が納税しない場合，
相手方が消費者であれば，課税できないだけで
済みますが，そして，それは改正前と同じです
が，相手方が事業者で課税仕入れに該当する場
合は，仕入税額控除がありますので，日本は二

重に税収を失うことになります。このため，国
内でおこなわれた取引とされたにもかかわらず，
事業者が提供を受けた場合にも，これを仕入税
額控除の対象とすることは，「当分の間」認め
られないこととされました（平成２７年改正法附
則３８条１項）。もっとも，一定の登録を受けた
「登録国外事業者」から提供を受けた場合には，
一定の請求書等の保存を要件に，仕入税額控除
が認められています（平成２７年改正法附則３８条
１項但書）。これは，国外事業者に登録，ひい
ては納税を促す一定のインセンティヴになると
考えられます。しかし，インボイスがあれば，
このような制度は必要なかった（インボイス制
度により登録が強制できる）と思われます。な
お，税制調査会では，物品の場合と同様，輸入
者たる個人に納税義務を課すことができないか，
そのために，たとえばクレジットカード情報を
利用できるのではないか，といった発言もあり
ましたが，少なくともこの改正を検討した平成
２５―２６年頃は，調査等が無理ではないかといわ
れました３７。ただし，役務提供が国内で行われ

リバース・チャージ（国内のみ）仕入税額控除の
対象（国内のみ）

仕入税額控除不
可（当分の間）

役務の提供を受
けた事業者（国
外事業者を含
む。）

特定課税仕入れ（課税仕入れ該当）
国外登録事業者
から

未登録国外事業
者から

特定仕入れ（事業として）

課税の対象ではない行為課税の対象（国内のみ）

役務の提供をし
た国外事業者

（国内の事務所
等での提供を含
む。）

特定資産の譲渡等
事業者向け以外

特定役務の提供
事業者向け

電気通信利用役務の提供

表４ 国境を越える役務提供に関する用語と課税関係

３７ 税制調査会 web サイト・第２回国際課税ディスカッショングループ（２０１３年１１月１４日）の議事録２２―２３頁を参照。
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たか否かの判断では，顧客のクレジットカード
情報を用いることがあるとされています。なお，
カード会社に対するカード情報の調査など，第
三者の情報の調査については，比較的近い将来
において，外国の例も参考にしつつ，制度の整
備が進むことを期待したいと思います３８。

事業者向け電気通信役務提供は，特定役務の
提供とともに，「課税特定仕入れ」としてリバー
スチャージの対象とされます。リバースチャー
ジとは，資産の譲渡等を受けた事業者に納税義
務を課すことをいいます。もともと，輸入取引
では輸入をした者に納税義務が課されますから，
リバース・チャージは，輸入課税の原則的な方
法といっていいでしょう。なお，一定の場合に
は，リバースチャージと仕入税額控除とを相殺
する規定がおかれています（平成２７年改正法附
則４２条，４４条２項）。これは，DBCFT におけ
る輸入課税に似ています。

なお，前述のファンド・マネージャーのよう
なケースや，たとえば，外国の弁護士が日本に
来て役務を提供するといった場合については，
原則通り，役務提供地による判定になりますが，
今後，リバースチャージの範囲（特定仕入れの
範囲）をどの程度拡大するかが問題となるもの
と思われます。

５ おわりに

最後に，本日の検討から，学び取れるものを
あげておきたいと思います。第１に，DBCFT
は，冒頭でも述べたように，少なくとも表面的
には，課税権分配として簡素で明解であり，移
転価格税制や CFC 税制，利子控除制限などの
苦悩から解放される点でエレガントです。しか
し，DBCFT には DBCFT の租税回避があるこ

とも確かです。輸出入を挿入することにより，
いつでも税の連鎖を断ち切ることができること
を説明しましたが，租税回避ではこのことが利
用されるでしょう。ちなみに，これは，インボ
イス制度があっても同じであり，DBCFT に止
まらず，付加価値税の根本的な脆弱性であると
思われます。

仕向地基準自体の問題点も列挙しておきます。
①国境税調整が困難または不可能な場合があり
ます。これは，消費税について述べたとおりで
す。②仕向地（消費地）の決定が困難な場合が
あります。たとえば，外国の美容院で髪をカッ
トしたら，どちらの国が仕向地国でしょうか。
③すべての税収を仕向地国だけが得ることにつ
いて，是非の議論がありえます。また，国家間
で税源が大きく移動しますから，国際的にそう
簡単な話ではないと思います。もっとも，米国
の場合には，慢性的な輸入超過なので，輸入課
税の部分から得られる税収をあてにして，税率
の引き下げなどの大きな改革を実施しようとし
たわけです３９。米国では，輸入課税は，貿易赤
字の改善や国内雇用の確保をもたらすのであれ
ば，政治的にも反対することが困難なものでし
た。現在，米国の税制改革は停滞していますが，
その理由は，税源が確保できないことにありま
す。

なお，DBCFT の問題点と思われたものは，
かなりの程度，消費税や付加価値税にもあては
まります。とりわけ問題となるのは，国境税調
整に基づく仕向地基準の実効性です。平成２７年
度改正は，ごく限られた範囲について，仕向地
基準への転換を図りましたが，残された広い領
域については，今後の課題となります。たとえ
ば，国境を越える B２C 取引が事業者側の国で
輸出免税を受けながら，消費者側の国で輸入課

３８ 税制調査会 web サイト・第１０回税制調査会（２０１７年６月１９日）の資料と議事録を参照。
３９ しかし，長期的な歳入確保はできないことを指摘する文献は多数あります。たとえば，David Kamin & Brad Set-

ser, House Plan’s Bad Math : Revenue From a Border Adjustment, 155Tax Notes 105（2017）
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税を受けない場合，国際的二重非課税が生じま
す。これは，かなりの規模で生じているのかも
しれません。もしそうであれば，BEPS のよう
に国際協力による対応が必要です。ちなみに，
日本がこの種の二重非課税に対して「当面の
間」として対応したのは，２７年度改正により国
外取引から国内取引とされた B２B 取引で，国
外事業者が役務を提供するものです。

第２に，仕向地基準的な考え方を，所得課税
に部分的に導入することも考えられます。具体
的には，販売要素だけによる定式配分（formu-
lary apportionment）（ユニタリー課税方式）
について，検討してもよいと思われます４０。

第３に，一般には税源分配と課税ベースの分

配とは同義と考えられていますが，執行面から
は，別に考える余地もあります。たとえば，輸
出を免税にせずに同じように課税をするが，そ
の税収は仕向地国に支払う，仕向地国は輸入課
税をせず，仕入税額控除を認めるといったこと
ができれば，もちろんインボイス制度の下にお
いてですが，このようなことができれば，輸出
入による税の連鎖の切断は防止できます。本日
は説明できませんでしたが，EU の MOSS（Mini
One Stop Shop）制度でも，消費者向け電子役
務提供について，納税地と税収を得る国とを別
にすることが行われています４１。

第４に，仕向地基準のようなある基準なり原
理なりの「正しさ」を，どのように評価するは，

４０ Bill Parks, SalesFactorApportionment : AFair Path toCorporateTaxReform, 155TaxNotes 1169（2017）参照。
４１ 岡村他前掲注１８，２５７頁。
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かなり根本的な問題ですが，DBCFT における
国境税調整は，経済的歪曲（中立性）の観点か
ら，マクロ経済学に基づく検討が行われ，租税
の転嫁が考慮されたものであったことを指摘し
ておきます。

最後に，これも「正しさ」に関係しますが，
消費課税だから仕向地基準，あるいは，所得税
だから所得創生地基準といった考え方には，限
界があるように感じられます。経済活動に対す
る中立性の観点からは，消費課税と所得課税（消
費税と法人税・所得税）の関係に，もっとダイ
ナミックな検討が必要ではないかと思われます。
DBCFT を WTO 協定に沿わせるには，給与の
控除の部分を分離すればよい（たとえば賃金税
の減税や給付措置で代える）という主張を紹介
しましたが，ほとんどの国が実施している消費
税・付加価値税と法人税・所得税，そして被用
者への給付は，ミックスして考えると，企業段

階で支払給与の一定の部分が控除され，それが
個人の段階で累進課税される租税であったとい
うことができます。そうすると，DBCFT をめ
ぐる輸出補助金の議論は，このようなタック
ス・ミックスという観点を通じて，多くの国の
租税制度にも及ぼすことができそうです。租税
の経済的効果は，その形式や名称ではなく，実
質によって決まると考えられますから，個々の
租税だけではなく，少なくとも消費税，法人税，
所得税を一体視した場合の検討が必要となるで
しょう。この検討は，いわゆるグローバル化の
中でますます必要となるものと思われますが，
その中で，法学者は，税制全体が，貿易収支や
為替レート，国民貯蓄に与える様々な影響を考
慮しながら，制度の不完全性や脆弱性と，その
治癒可能性を指摘することになるでしょう。

以上で，報告を終わります。
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仕向地基準課税再考 
岡村 忠生（京都大学） 

１ はじめに 
仕向地基準または仕向地主義(destination principle)に基づく課税 

資産や役務が送り出された目的地のある国または地域に課税権 
日本の消費税や EUなどの付加価値税において、一般に採用 

 
仕向地基準キャッシュ・フロー税 
(destination-based cash flow tax, DBCFT) 

  変形された法人税 
移転価格税制や CFC 税制、過大利子税制など、法人税が苦悩して
いる問題を解消しようとした。 

価値創造が行われた国または地域への税源配分の困難さ 
仕向地基準では、課税権の全部を仕向地国に機械的に分配 
課税権分配ルールの顕著な明確化、簡素化につながるか？  

２ 仕向地基準課税 
２-１ 設例と効果 
 

表１ 付加価値税と国境税調整 
事事業者 売売上 仕仕入れ 所所得型 VAT 

課税ベース 
国国境 
税調整 

純純課税 
ベース 

農業者 50 25 25 25 50 
製造業者 80 50 30 0 30 
販売業者：      
 国内販売 100 80 20 0 20 
 輸出 100 80 20 -100 -80 

 
 
 
表 2 DBCFT と国境税調整 

事事業者 売売上 支支払 
給与 

仕仕入れ DDBCFT 
課税ベース 

国国境 
税調整 

純純課税 
ベース 

農業者 50 5 25 20 25 45 
製造業者 80 15 50 15 0 15 
販売業者：       
 国内販売 100 10 80 10 0 10 
 輸出 100 10 80 10 -100 -90 
 

資 料

１／１０
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２-２ 仕向地基準の正しさ 

２-２-１ 消費課税と税負担の転嫁 
消費（消費者）に対する課税だから、仕向地基準は正しい（歪曲がない）。 

消費地国の税率が 10%であれば、生産地国の税率が 20%であって
も 5%であっても、消費者の税負担は 10%。 

 
 税負担は全て消費者が負担しているという前提 

 
しかし、物品に対する課税は、需要と供給の弾力性に応じて、消費者と生産
者が負担する。 
税負担の転嫁（法律上の納税義務者以外の者が税を負担）が生じる。 
 
転嫁が生じることを前提とすると、仕向地基準課税は、輸入関税と輸出補助
金とが組み合わされたものになる。 
 

２-２-２ 国境税調整の中立性と為替レートの変化 
輸入課税と輸出免税が対称的に行われているのであれば、両者は打ち消し会
い、経済的な歪曲は生じず、国内産業保護にはならない。 
 
輸出補助金 

国内の輸出業者は国際競争上有利 
国外からの需要が増加 
為替レートが変化して輸入国で値上がり、需給はバランス 
ただし、為替レートの変化は、輸出補助金による輸出価格の低下
を、部分的にしか打ち消すことができない。 

ドル高により輸入品の価格が下がり、需要が増加してド
ル安の方向に作用するから。 

輸出補助金は、単独で導入されれば、輸出を増加させる。 
輸出が増加すれば、貯蓄その他条件が変化しない限り、
輸入も増加する。 

 
輸入課税（関税） 

輸入品の価格上昇、需要後退 
為替レートが変化して値下がりし、需給はバランス 
ただし、この為替レート変化も、輸入課税による価格上昇を部分
的にしか打ち消すことはできない。 

ドル高により輸出が減少して貿易収支が悪化し、ドル高
の方向にブレーキが掛かるから。 

輸入課税は、単独で導入されれば、輸入を減少させる。 

２／１０
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輸入が減少すれば、貯蓄その他条件が変化しない限り、
輸出も減少する。 
 

輸出補助金と輸入課税を同率で同時に導入する（国境税調整を行
う）と、輸出促進と輸入削減の両方の作用が生じ、それぞれがド
ル高に働くので、輸出の増加も輸入の削減も起こらず、貿易収支
は動かない。 

 
この結論が有効に成り立つための条件 
 輸出補助の補助率と輸入課税の税率が等しい 
  実効税率で等しくできるか？ 
 全ての国際取引に対して国境税調整 
  役務提供などで問題 
 為替レート調整の時間 
貯蓄誘導政策がとられると、輸入への需要が減少し、貿易黒字に動く。 
貿易収支が均衡していなければ、国境税調整から歳入・歳出が生じる。 
Desai と Hines による実証研究 
 

2-2-3 実質的な為替レートと価格水準、通貨供給 
 共通通貨やペッグ制ではどうか。 
  

為替レートの内容 
  名目的レートと価格水準(price level)の複合 
  

設例 
国境税調整導入前、アウディとプジョーが、ドイツにおいてもフ
ランスにおいても 100 で販売されている（最適な状態）。 
 
フランスが、20％の輸入関税を導入 

フランスにいるアウディの購入者は、ドイツの購入者よ
りも、20%多く支払わねばならない。 
一般に、輸入課税は、その国の物価を引き上げる。 
 

フランスが 20%の輸出補助金を導入 
フランスにいるプジョー輸出業者は、ドイツの顧客が支
払うより 20%大きい対価を得るので、ドイツに販売する
価格を引き下げることができる。 
一般に、輸出補助金は、相手国の価格を引き下げる。 

３／１０
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輸入課税と輸出補助金のどちらもが、フランスでの価格を、ドイ
ツでの価格に対して、相対的に引き上げる方向に働く。 
この価格変化は、国境税調整導入前の最適な状態が回復されると
ころまで進む。フランスでもドイツでも、アウディとプジョーの
価格は同じになる。 
国境税調整を導入した国の物価は、同一通貨を使う国との関係
で、輸入課税と輸出補助金の率の分、上昇する。 
 
もっとも、物価が上昇するためには、それだけの通貨が必要。 

EU では、通貨統合が行われたが、VAT は不統一。 
 

ペッグ制でも同じ。 
ただし、ペッグ制は、国内生産品保護のためである場合が多い。
中央銀行が為替レートを変更する可能性。 

 
ドルについても、連邦準備銀行が通貨供給量を増加されれば、価格水準が上
昇し、名目的な為替レートは変化しなくなる。 

米国がインフレになれば、ドル高にはならない。 
 

通貨供給量の決定には、事実上の制約 
賃金の名目水準は下方硬直的 
付加価値税の一部は企業に転嫁されるので、企業利益は減少。 
企業は、その回復のために賃金を引き下げようとする。 
名目賃金低下を防止するため、中央銀行は通貨供給量を増やす。 

 

2-2-4 法人税への適用 
 国境税調整の効果に関する以上の議論は、法人税でも成り立つ。 
 WTO は、国境税調整の対象を消費課税に限定。 
 

３ 仕向地基準キャッシュ・フロー税 
３-１ 租税の仕組み 

法人税を消費税の方向に、３点で変形したもの 
① キャッシュ・フロー基準 
 資産や負債の概念はない。 

支払給与は控除・・・給与部分を人税化 
② 利子や金融資産の取扱い 

４／１０
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③ 仕向地基準による国際課税 
 

３-２ 国境税調整 
法律上の課税権を仕向地国のみに与える。 

ひとつの国だけが課税権を持つという考え方を徹底 
 所得レベルで計算 
 

３-３ 損失の売買と資産の所在地 
輸出による損失の扱い・・・還付はない。 
損失が売買される可能性（輸出に係る大きな租税利益） 
 輸出入により、税の連鎖を切断できる（付加価値税でも同じ）。 
 中間法人を挟んで、税の連鎖を切断して損失を売買する。 
 

例 
Ａ社からＢ社に商品を販売するが、中間に外国法人Ｃ社を介在させ
る。Ａ社では非課税、Ｂ社では控除不可 
Ａ社が黒字法人、Ｂ社が赤字法人（損失(NOL)を抱えた法人）であ
れば、Ａ社は輸出から生じる損失により黒字を打ち消し、Ｂ社は輸
入から生じる非控除を損失で打ち消す（損失があるので、輸入の控
除不可は構わない）。 

 
取引対象資産の所在地国とキャッシュ・フローの生じる国を変える。 

キャッシュ・フローによって輸出や輸入を判定するのであれば、
国外で生産した資産を「輸出」して損失を得ることや、外国法人
の所有する国内所在資産を「輸入」することができる。 
EU の資産の物理的所在地判定(place of supply rule) 

 
 DBCFT において、損失の売買を防止することは妥当か？ 
 
 輸入での問題 
  輸入者が輸入商品を販売したとき、非常に重い税負担 
  執行の確保が重要 

たとえば、外国法人の米国支店が商品を米国に持ち込み、米国で
販売する場合、いつ課税できるか。 

 
 無形資産では、所在地の特定が困難 
  国内開発無形資産の輸出 
  米国で控除かつ免税・・・所得課税では問題視されてきた。 

５／１０
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 消費者向け販売・・・消費者には、輸入か否かの判断が困難 
 

３-４ WTO 協定との関係 
「補助金および相殺措置に関する協定」(Agreement on Subsidies and 
Countervailing Measures, SCM)の付属文書(Annex)Ⅰパラグラフ(e) 

「商工業を営む企業が支払う又は支払うべき直接税又は社会保障
負担金につき、輸出に関連させてその額の全部又は一部の免除、
軽減又は繰延べを認めること。」 
「「直接税」とは、賃金、利潤、利子、賃貸料、ロイヤルティそ
の他の所得に対して課される税及び不動産の所有に対して課され
る税をいう。」 
「「間接税」とは、売上税、個別消費税、取引高税、付加価値
税、フランチャイズ税、印紙税、流通税、事業資産税、国境税そ
の他の税であって直接税及び輸入課徴金以外のものをいう。」 

  
 支払給与の控除が問題 
  付加価値の 2/3 を占めるといわれる。 

DBCFT と給与所得税（賃金税）を一体として、実質的な付加価値
税であると主張 

 
 実質論・・・輸出補助の経済的効果があるか。 
  見解１  

支払給与が損金算入されている分だけ、輸出補助金が輸入課税の
負担よりも大きな金額になる。 
 
表 3 支払給与の控除と輸出補助金 

事事業者 売売上 支支払 
給与 

仕仕入れ 利利益 国国境 
税調整 

課課税 
ベース 

ぶどう栽培
農家 

40 
(42) 30 0 10 0 10 

ワイン製造
販売業者：       

 国内販売 102 
(105) 45 42 15 0 15 

 輸出 100 45 40 15 -100 -85 
 
 
  見解 2 
  支払給与の控除は、賃金税の減免と同じ。 

賃金税の減税は、国内生産コストを引き下げ、生産と雇用を促進
するが、これは、国内生産への減税の全てに共通する効果。 

６／１０
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  国内生産の優遇措置は、付加価値税の下でも、輸出促進に作用。 
 

３-５ 租税条約との関係 
DBCFT が条約の対象であれば、3つの問題 

i) 輸入課税が恒久的施設(PE)を経ずに行われた場合、事業利益に
対して「PE なければ課税なし」を規定するモデル条約 7 条と
抵触。 

ii) ロイヤリティ等の国外への支払いは輸入であり、控除できない
はず。ところが、モデル条約は、その受益的所有者の居住地国
のみが課税できると規定。 

iii) 輸出を行う国内企業を、輸入を行う外国企業よりも有利に扱う
こととなり、無差別条項に反する可能性。 

 
貿易相手国の対応 

外国税額控除の不適用 
CFC 税制の適用 
 

３-６ その他の問題 
インバージョンは、防止できないのではないか。 
 インバージョンの原因 
  タックスヘイブンの存在と囚われた(trapped)資金 

テリトリアル・システムが採用される前提で、資金や事業を税率
ゼロの国において、非課税で米国に適宜、送金した方が有利。 

  
 輸出免税を利用したスキーム 

1. 米国の製薬会社が、国内で開発費用の控除を受けながら IP を開発し、ア
イルランドの子会社に輸出する。対価は可能な限り高くする。アイルラ
ンド子会社が薬品を製造して利益を得ると、テリトリアル・システムの
下、米国親会社は非課税で受け取る。 

2. アイルランドの親会社が米国子会社を保有する場合には、アイルランド
親会社は借入れにより資金を調達し、米国子会社から IP を取得する。米
国子会社は、費用控除を受けながら、さらに IP を開発し、親会社に輸出
する。 

3. アイルランド親会社が米国子会社から取得した IP を、米国子会社に現物
出資する。 

4. 米国居住者のヘッジファンド・マネージャーが、オフシュアのヘッジフ
ァンドに役務を提供する。または、取引のアルゴリズムを開発してオフ
シュア・ヘッジファンド販売するかライセンスする。 

 

７／１０
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４ 消費税改正と仕向地基準 
４-１ 改正の概要と特徴 

平成 27 年度改正における国境を越える役務の提供に係る課税の見直し 
 仕向地（消費者の居住地）を基準として課税権を分配する改正 

インターネット等を通じた国境を越える役務提供の急増が、日本
国外の事業者を国内の事業者に対して有利に扱い、競争上の不公
平が生じていた。 

 
特徴 

  対象は限定 
  ①電気通信利用役務の提供 

②芸能・スポーツ等の役務の提供 
 
  インボイス制度と事業者登録制度の不存在 
  B2B と B2C の区別ができない。 
  「事業者向け」と「事業者向け以外」で近似的区別 
 

４-２ 内外判定基準 
役務の提供については、原則として役務提供が行われた場所 
 資産の譲渡等を受けた者の所在地とは規定されていない。 
 
役務の提供が行われた場所が明らかでない一定の役務の提供 
 役務の提供を行った者の役務の提供に係る事務所等の所在地 
 原産地主義に傾斜 
課税権と徴収権の行使可能性 
 
電気通信利用役務の提供については、仕向地主義に忠実に改正 
 

４-３ 課税方法 
電気通信利用役務の提供 
 事業者向け以外（消費者向け） 
  国外事業者に納税義務 
  提供を受けた事業者は、仕入税額控除原則不可 
   ただし、登録国外事業者からであれば可能 
 事業者向け 

「課税特定仕入れ」としてリバースチャージの対象 
 

８／１０
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 特定役務の提供 
「課税特定仕入れ」としてリバースチャージの対象 
 
 

 表 4 国境を越える役務提供に関する用語と課税関係 

役務の提供
をした国外事
業者（国内の
事務所等での
提供を含
む。） 

電気通信利用役務の提供 特定役務の提供 
事業者向け以外 事業者向け 

特定資産の譲渡等 

課税の対象（国内のみ） 課税の対象ではない行為 

役務の提供
を受けた事業
者（国外事業
者を含む。） 

未登録国外事業者か
ら 

国外登録事業者か
ら 

特定仕入れ（事業として） 
特定課税仕入れ（課税仕入れ該

当） 
仕入税額控除不可 
（当分の間） 

仕入税額控除の対
象（国内のみ） 

リバース･チャージ 
（国内のみ） 

 

 その他の役務提供 
  役務の提供地 

その意味について、検討を進める必要 

５ おわりに 
DBCFT のエレガントさ 
 課税権分配基準は簡素で明解 

移転価格税制や CFC 税制、利子控除制限などの苦悩から解放 
 DBCFT における租税回避（税の連鎖の切断など）・・・消費税でも問題 

 仕向地基準の問題 
① 国境税調整の不可能 
② 仕向地決定の困難 
③ 全ての税収は仕向地国に 

国際課税における（部分的）利用 
 売上高による定式分配 

課税ベースと税収の国際分配 
MOSS(Mini One Stop Shop)・・・税収を他国に移転  

仕向地基準（のような基準や原理）の「正しさ」 
 経済的歪曲（中立性）の観点 

９／１０
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転嫁の考慮 

「消費税→消費者が負担→仕向地基準」は正しいか？ 

消費課税と所得課税の関係 
新たなタックス・ミックスの考え方 

  消費税・付加価値税 
  法人税・所得税 
  被用者への給付 
３つをミックスすると、給与が、企業で控除され、被用
者で累進課税される租税 
消費税、法人税、所得税を一体視した検討が必要 

１０／１０
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はじめに

（渡辺） 皆さん，どうぞよろしくお願いいた
します。それではパネルディスカッション
「BEPS プロジェクト等の国際的な取組み及び
わが国の対応」を始めさせていただきます。パ
ネリストは，ただ今ご紹介いただきました４人
の方々でございます。それぞれ組織に属してお
られますが，本日は，その組織の意見というよ
りは，個人としての資格で個人としての意見を
言っていただくようにお願いしていますので，
ご発言は個人としての発言ということで受け止
めていただければと存じます。従いまして，こ
こではパネリストの方のお名前を，肩書なしの
何とかさんということで呼ばせていただきます
ので，その点もよろしくお願い申し上げます。

この研究大会のパネルディスカッションで
BEPS を取り上げますのは，３回連続になって
います。BEPS を３回も連続でいささか飽きも
来ているという方もいらっしゃるかもしれませ
んが，まだまだ BEPS は猛スピードで進んで
います。また，課税に相当の影響が出てくるも
のでございますので，一番最近のところでどこ
まで進んでいるのか，またこれからどう進みそ
うか，それからどうなってほしいとみんなで考
えるかというようなことを議論してまいりたい
と存じます。

本日のパネルディスカッションは，全体とし
て２部構成になっています。第１部は，BEPS
プロジェクトに関するこれまでの取組みでござ
います。第２部は，BEPS 合意に関する今後の
展望ということで，これまでと今後ということ
で１部，２部を分けてございます。それぞれの
部につきまして，最初に細田さんからご説明い
ただきまして，その後青山さん，吉村さん，栗
原さんから順次ご意見，ご質問を頂戴して，さ
らに細田さんからお三方のご質問ご意見等にお
答えいただくという順番で進めさせていただき
たいと思っています。

それでは，細田さん，よろしくお願いいたし
ます。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．BEPSプロジェクト・税の透
明性に関するこれまでの取組み

（細田） 細田でございます。どうぞよろしく
お願いいたします。それでは，私の方からお手
元にある資料に従いまして，まず BEPS プロ
ジェクトに関するこれまでの取組みということ
でお話しさせていただければと思います。国際
課税資料３をおめくりいただければと思います。

１．BEPSプロジェクト

〔「BEPSプロジェクト」について〕（国際課税
資料３）
BEPS プロジェクト，税源浸食と利益移転プ

ロジェクトということで，もう何度かこの租研
の大会ではご説明させていただきましたが，今
の BEPS プロジェクトの概要を簡単におさら
いさせていただければと思います。

BEPS プロジェクトは，もともとは多国籍企
業が特にグローバルに展開し，また，その取引
の中身も電子商取引などの新しいビジネスモデ
ルが多くなっていく中で，実際の企業の活動と
国際税制のルールの間にずれが生じていたので
はないかということで，行き過ぎた租税回避を
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抑制する，また企業間の公平な競争条件を確保
するという観点から，この国際税制のルールを
見直していこうという国際的な取組みでありま
した。２０１２年に BEPS の議論が始まりまして，
特に G２０のメンバーに支持を頂いて，２０１５年に
は最終報告書が公表され，それに基づいて今度
はこれを実施に移していくための BEPS 包摂
的枠組み（Inclusive Framework）というもの
が２０１６年に立ち上がり，今は実施のフェーズに
入っているという状況になっているところです。

この BEPS プロジェクトの特徴的なものを
何点か挙げますと，１つ目は，税制というのは
国の主権に関わる問題ですが，それにも関わら
ず，国際的な協調が進められているという点で
す。また２つ目には，今までの国際税制のルー
ルというのは OECD を中心に議論されていま
したが，それに加えて G２０のメンバー，また実
施フェーズにおいてはより多くの途上国が参加
したということで，非常に広がりを持った活動
になっているということです。３つ目に，日本
も積極的にその議論に参加していったという点
で，非常に特徴的ではなかったかなと思ってい
ます。

この BEPS プロジェクトの中身は大きく３
つあると思っています。１つ目は，緑の丸のと
ころですが，一番大きなものとしては，グロー
バル企業は価値が創造されるところで税金を払
うべきという大きな原則の下で，国際課税の考

え方を見直していこうという実質性を担保する
ための取組みです。ただ，実質性を担保するた
めには各国政府またはグローバル企業がどのよ
うに活動しているのかをしっかりと把握してい
かなければいけません。そういう意味で２つ目
として，各国間の情報共有，また情報交換とい
った制度を向上させていこうという透明性向上
の取組みです。そして３つ目に，青の丸にあり
ますが，そういう形でいろいろな取組みを行っ
ていきますと新たな措置も入り，また，先進国
だけでなく途上国も入った取組みになります。
そうすると，企業にとっての制度の不確実性も
増すのではないかということで，それに対して
どのように対応し，予見性をいかに高めていく
のか，こういった取組みも併せて行っていくべ
きという，この３つの柱で BEPS プロジェク
トを進めているということです。

〔BEPSプロジェクトの今後〕（国際課税資料４）
現在は実施フェーズということで，どのよう

な活動が行われているかが国際課税資料４です。
後ほど１５の行動については簡単にご説明させて
いただきますが，１５の行動を実施するために，
各国において国内法の改正，また OECD にお
いてはモデル租税条約，移転価格ガイドライン
を改正していきます。そして，その実施状況を
モニタリングしていくということが１つ目です。
それから，後ほどご紹介しますが，例えば移転
価格の問題ですとかまだ残された問題がござい
ますので，議論を続けていくということが２つ
目です。

３つ目は，新興国・途上国にもできるだけこ
の取組みに参加していただこうということです。
Inclusive Framework は，２０１６年の６月に始ま
ったときには４６カ国でスタートしましたが，今
では参加国・地域が１０２カ国まで増えています。
新興国・途上国の方々にも対等な立場で参加し
ていただいて，この BEPS の考え方を広めて
いこうとしています。もちろん，各国状況が違
いますので，BEPS 合意全てを講じるというの
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はなかなか大変です。そこで，日本を含めた各
国で途上国に対する支援なども併せて行ってい
ます。その全体の実施フェーズの進捗状況をモ
ニタリングする，管理するという意味で，この
右端に書いてあるように，InclusiveFramework
on BEPS という会議体を作り，定期的に会合
を開き，BEPS の実施状況をフォローしていく，
議論していくということになっています。

〔BEPS実施フェーズ（Inclusive Framework
onBEPS）参加国・地域（２０１６．７～）〕（国際
課税資料５）
国際課税資料５を見ていただきますと，今の

正式なメンバー国・地域１０２カ国がリストにな
っています。これを見ていただきますと，OECD
の加盟国や G２０のメンバーだけでなくて，途上
国，いわゆるタックス・ヘイブンと言われるよ
うな国も含めて，広く参加していただいている
状況になっています。

〔「BEPSプロジェクト」最終報告書の概要〕（国
際課税資料６）
この BEPS プロジェクト，１５の行動という

ことで申し上げましたが，国際課税資料６にそ
の中身を簡単にまとめています。行動１～１５ま
でが並んでいますが，この緑のところが払うべ
きところで税金を支払うべきという実質性の観
点，赤いところが透明性の観点，青色で書いて
いるところは，企業の不確実性の排除，予見可
能性を高める観点です。この３つの観点で区分
けしています。

これを見ていただきますと，青枠で囲んであ
るものがあります。行動１電子経済，行動２ハ
イブリッド・ミスマッチ等々ありますが，これ
らについてはこれまでの税制改正などで対応を
ある程度してきたものということです。そして
黄色い線と点線で書いたものがあります。これ
は，また後ほど申し上げますが，BEPS を防止
するための多数国間条約を結ぶことで対応して
いこうというものです。そして，茶色で囲んで

あるものは，今後制度改正の要否を含め検討し
ていく必要があるだろうということで示してい
るものです。

まず第１部では青い枠で囲んであるものにつ
いて幾つかご紹介し，第２部ではこの茶色，又
は黄色で囲んだものについてお話しさせていた
だこうと思います。

〔BEPSプロジェクトの概要と進捗状況〕（国際
課税資料７）
これまでの BEPS 行動１～行動１５までの概

要，それから OECD，またわが国においてど
のような対応をしてきたかというのを一覧でま
とめたものですので，参考までにしていただけ
ればと思います。

２．【行動３】外国子会社合算税制の見直し

〔外国子会社合算税制の強化：平成２９年度税制
改正〕（国際課税資料８）
それでは，国際課税資料８以降でこれまでに

行ってきた対応ということで，幾つかご紹介さ
せていただきたいと思います。

まず国際課税資料８のところで外国子会社合
算税制です。これは昨年の税制改正で議論させ
ていただきまして，来年４月以降の課税年度か
ら始まる制度ということで法改正を行ったもの
です。

この制度の考え方，特に BEPS で議論にな
った考え方ですが，外国子会社を合算する際に
は，この真ん中の３つ目の○のところに書いて
いますが，実質的な経済活動を伴わないものは
基本的には親会社の利益とし，海外で実質的な
活動をしているものについては，海外で課税さ
れてしかるべきだろうということです。そのよ
うな所得の中身を見る形で見直すべきではない
かという指摘を頂いたところです。

〔見直しの方向性〕（国際課税資料９）
それを踏まえまして，国際課税資料９です。

日本の外国子会社合算税制を改正させていただ
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いたということです。
左側の改正前の制度ですが，これまでの外国

子会社合算税制につきましては，外国の子会社
の外形，会社の租税負担割合が２０％未満であれ
ば，すべからく外国子会社の所得は親会社に合
算すべきだろうという形で制度が組まれていま
した。その結果何が起こっていたかというと，
この右上の赤枠で囲んであるように，本来は所
得として把握すべきようなものであっても把握
できていない，又はこの左下の赤枠にあります
ように，本来は実体的な活動をしているにも関
わらず子会社の所得が親会社に合算されてしま
うという問題がありました。

それを，今回の改正におきましては，まず一
番右端の柱のところですが，一見して明らかに
受動的な所得しか得ていない，ペーパーカンパ
ニーのようなものについては，広く合算してい
きましょうということです。その上で，本来の
事業を行っているような会社については，事務
負担に配慮して，その外国子会社の租税負担割
合が２０％以上の場合には能動的所得・受動的所
得というのは考慮しなくてよい，外国子会社合
算税制のことを心配しなくてもいいという形で
免除することにして，外国子会社の租税負担割
合が２０％未満の場合のみ能動的所得・受動的所
得を分けて，受動的所得のみについてこれを合
算するという形としたわけです。

〔見直しの主なポイント①〕（国際課税資料１０）
国際課税資料１０以降でもう少し詳しく見てい

きます。国際課税資料１０を見ていただきますと，
今申し上げましたように，この真ん中の左側の
ところにトリガー税率の廃止とありますが，改
正前の制度ですとこの入り口のところで外国子
会社の租税負担割合が２０％以上であるかどうか
というのを見て外国子会社合算税制を適用する
かしないかというのが定められていたわけです
が，そこで見るのではなくて，まずは中身で見
ましょうということで，例えば一番下の②のと
ころにありますように，ペーパーカンパニーで

すとか事実上のキャッシュボックスですとか，
もしくはブラックリスト国に所在する外国子会
社，このようなものについては，基本的に合算
するということです。後の残りのところは事業
の活動内容を見て，事業が経済活動基準のいず
れかを満たさないということであれば，会社単
位で合算税制が適用される可能性が出てきます
し，経済活動基準を全部満たすということであ
れば，所得の中身を見て受動的所得のみが合算
されるという大きな流れになっているというこ
とです。

〔見直しの主なポイント②〕（国際課税資料１１）
国際課税資料１１です。特にペーパーカンパ

ニーですとか事実上のキャッシュボックスとい
うようなものに着目したということが１つの大
きな改正の中身です。

〔見直しの主なポイント③〕（国際課税資料１２）
国際課税資料１２の表の一番上，④のところを

見ていただきますと，これまで関連会社と判断
するときに資本関係だけを見ていましたが，実
質的な支配関係があるかないかというのを見る
ようにしたという改正ですとか，⑤のところで
すが，実体のある事業を行っている会社，例え
ばこれまで事業基準を満たさなかった航空機
リース会社，製造子会社のうち来料加工などを
行っているような会社，こういった会社につい
ても合算課税が適用されないよう手当てをした
ところです。

また，⑥の非関連者基準のところで，第三者
が介在することによって実質的に関連者となっ
ているような取引については，外国子会社合算
税制の対象となるような改正も行っているとこ
ろです。

〔見直しの主なポイント④〕（国際課税資料１３）
そして国際課税資料１３で受動的所得について

中身を整理させていただくとともに，少額の免
除基準も１，０００万円以下だったものを２，０００万円
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以下に引き上げ，事務負担にも配慮してその適
用範囲を限定したということです。

〔見直しの主なポイント⑤〕（国際課税資料１４）
様々な配慮につきましては，国際課税資料１４

に一覧でまとめています。申し上げましたよう
に，実際に事業活動を行っている企業に支障が
ないような配慮や事務負担への配慮も行いなが
らいろいろな措置を組み合わせ，今回の外国子
会社合算税制の改正を行ったというところです。
これから実際に適用が始まりますので，ご協力
いただければと思います。

３．【行動１３】移転価格税制に係る文書
化制度

〔移転価格税制に係る文書化制度の整備：平成
２８年度税制改正〕（国際課税資料１５）
国際課税資料１５以降は行動１３の関係で，２８年

度税制改正で行った移転価格税制に関する文書
化制度についてお話しさせていただきたいと思
います。これは，まさに皆様，今，国別報告事
項の準備などをしていただいているところでは
ないかと思います。これは，多国籍企業グルー
プの課税を適正に行っていくためには，国外関
連取引の情報だけではなくて，多国籍企業が各
国でどのように取引をしているのかというグ
ローバルな情報も必要であり，各国間の情報共
有をより高めるべきではないかという議論を背
景として，このような制度ができたということ
です。

具体的には，大きく分けて３つ，ローカルフ
ァイル，国別報告書，マスターファイルという
ものがあります。まず，ローカルファイルは，
国外関連取引における独立企業間価格を算定す
るための詳細な情報であり，これまでも作成い
ただいていたかと思いますが，義務ではありま
せんでした。改正により，一定の条件を満たし
た場合，確定申告書の提出期限までに作成し，
保存しなければならないこととされました。ま
た，国別報告書は，多国籍企業グループの構成

会社等の事業が行われる国又は地域ごとの収入
金額や納付税額といった情報であり，各国共通
の様式に基づいて提供していただきます。また，
マスターファイルは，その多国籍企業グループ
全体の概要に関する情報となります。国別報告
書については，税務当局に提供していただいた
後に，税務当局の間でその情報を交換するとい
う制度にしたわけです。

〔（参考）行動１３多国籍企業の企業情報の文書
化〕（国際課税資料１６）
国際課税資料１６を見ていただきますと，新し

くできた国別報告書のガイドラインの概要につ
いてまとめてあります。この国別報告書の提出
方法について，いろいろと議論があったところ
ですが，この４．のところ以降ですが，基本的
には対象企業グループの親会社が所在する国の
当局，例えば日本であれば日本の当局に提出し
た上で，租税条約等に基づいて外国の当局と交
換が行われることが原則になっています。

そのような租税条約に基づいて情報の交換を
行うための当局間合意がないという場合のみに
限って子会社方式が容認されていますので，現
地の子会社から現地の当局にその資料が提出さ
れるというようなことは限定的な状況になって
います。この国別報告書を，共通の様式に基づ
いて情報交換するわけですが，それで今，まさ
にその資料の作成などをお願いしているところ
ではないかと思います。国税庁においても，ホー
ムページなどで Q&A なども作っていますし，
また各国税局などでもお問い合わせを受けてい
ますので，ご不明な点等があればそういうもの
を参照しながら作成をお願いできればと思って
います。

〔（参考）行動１３多国籍企業の企業情報の文書
化〕（国際課税資料１７―１９）
国際課税資料１７，国際課税資料１８，国際課税

資料１９は，今申し上げたスキームを簡単にご説
明しているところですので，省略させていただ
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きます。

４．【行動１】電子経済の課税上の課題
への対処

〔平成２７年度税制改正〕（国際課税資料２０）
この電子経済に対する課税の問題ですが，こ

れは，電子経済が広がっていくに従って，現行
の国際課税ルールでは対応できないものがある
のではないかということです。これは，消費税，
付加価値税（VAT）の世界でもそうですし，
また直接税，利益に対する課税という点でもど
のように対応していくのかということもこれは
BEPS の中で議論されたわけです。

行動１の結論としましては，まず利益に対す
る課税につきましては，今の段階では電子経済
に特有の BEPS，回避行為というのは存在しな
いということなので，現行のいろいろな BEPS
対応措置を行っていけば対応できるのではない
か，という結論になったということです。

一方で，付加価値税については，国境を越え
て提供されるサービスについては，制度改正が
必要ではないか，特に顧客が所在する国を課税
地とするということが原則ではないか，例えば
B to B 取引については，リバースチャージ方式
ということでサービスを受けた顧客が申告する
ような制度を入れるべきではないかということ
です。B to C の取引も，消費者に対する取引と
いう観点からは，国外の事業者が事業者登録を
行うようなことをして消費税を納税すべきでは
ないかということが勧告されたわけです。

〔国境を越えた役務の提供に対する消費税の課
税の見直し（平成２７年度税制改正）〕（国際課
税資料２１）
このような仕向地主義に基づく考え方を受け

て，日本でも法改正を行っていまして，国際課
税資料２１のところですが，実際に消費税を納税
するのは消費されたところであるということ
で，２７年度税制改正で法改正が行なわれました。

それから，後ほど出てまいりますが，この電

子経済というのはその内容自体がいろいろと変
わってまいりますので，それに対する議論が引
き続き必要なのではないかということで，
OECD においては特に利益に対する課税をど
のようにしていくべきかという議論はまだ続い
ているというような状況です。

今まで申し上げたのが，BEPS 関係で最近行
われた改正の内容です。

５．税の情報交換

〔国際的課税逃れ対策（BEPS・税の情報交換）
及び実質的所有者情報の透明性向上に関する
流れ〕（国際課税資料２２）
国際課税資料２２を見ていただきまして，国際

的にその BEPS をどういう流れ，どういう議
論が取り囲んでいるかというのをご説明させて
いただきたいと思います。

一番左側のところ，BEPS ですが，申し上げ
ましたように，BEPS は実施のフェーズに入っ
ています。一方で，その真ん中のところですが，
そういう BEPS の取組みを補完する意味で税
の透明性，もしくは情報交換を強化していくべ
きではないかというのは，G２０，G７の会議な
どでも指摘されているところです。特にパナマ
文書などの出来事以降，そのような意見が非常
に強まったということで，G２０などで議論が進
められています。

さらに，それだけではなくて，その透明性を
議論する際には，例えば法人などの実質的な所
有者というところまで遡って情報交換などを進
めていくべきではないかというような議論も欧
州などを中心に出ていて，G２０でも議論が始ま
っているところです。

〔税務当局間の情報交換〕（国際課税資料２３）
次の資料以降では，特に税の情報交換の関連

について，今現状どうなっているのかというこ
とをお話しさせていただければと思います。国
際課税資料２３は情報交換ということで，基本的
なトラディショナルな情報交換という意味で
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は，１もしくは２にありますように，税務当局
が要請に基づいて外国当局にお願いして「これ
これこういう情報をください」ということで情
報を提供してもらう，もしくは，調査の過程等
で見つけた，外国当局にとって有益な情報を外
国当局に提供します，こういうのが中心だった
わけですが，最近の流れとしましては，３つ目
にありますように，定期的に大量の情報を一括
に交換していくというようなことをどんどん進
めていったらいいのではないかということにな
っています。

〔グローバル・フォーラムについて〕（国際課
税資料２４）
特にその情報交換というのは，国際課税資料

２４ですが，グローバル・フォーラムという枠組
みがありまして，これは先進国だけではなくて
途上国も含めた１４６の国・地域が参加していま
して，前身となる組織はいわゆるタックス・ヘ
イブンなどを特定するために作られましたが，
現在はこの情報交換の促進，また各国が情報交
換をちゃんとやっているのかというのを相互に
審査することをやっています。これは，先進国・
途上国に限らず，日本も含めてこのような審査
を受けていますし，今までは要請に基づく情報
交換の審査を行っていたわけですが，それだけ
ではなくて，今，足元で始まっている自動的な
情報交換についても審査をこれから行っていく
ということになっています。

〔自動的情報交換を巡る国際的取組みの経緯〕
（国際課税資料２５）
自動的情報交換ということで，具体的に，で

は何をやっているのかということですが，特に
金融口座情報についての情報交換が始まってい
ます。もともとはアメリカが外国口座税務コン
プライアンス法（FATCA）ということで米国
市民が国外に保有する金融口座の情報交換を求
めるようになったわけですが，特にそれ以降，
各国で共通のフォーマット（共通報告基準）に

基づいて金融口座の情報交換をしていくべきで
はないかという流れが盛り上がりまして，足元
では２０１７年又は２０１８年までにこの自動的情報交
換を開始するということが国際的な流れとなっ
ているということです。

そのため，日本においても，これは２７年度の
税制改正でしたが，金融機関による非居住者に
ついての口座情報を各国と交換できるように法
整備をして，２０１８年に初回の情報交換を始めよ
うという状況になっています。

〔非居住者に係る金融口座情報の自動的交換の
ための報告制度〕（国際課税資料２６）
具体的にどういうことを行うかというと，こ

の国際課税資料２６の下の絵のところです。例え
ば，情報を提供する場合，日本の金融機関から
非居住者の口座情報を集めて，それを国税庁か
ら各国の税務当局に提供します。また，右側の
方ですと，これはもらうときのイメージですが，
各国の税務当局が日本居住者の口座情報を集め
て日本の国税庁に提供します。これを使って税
務調査などにも活用していくということです。

〔自動的情報交換の実施時期に関する国際的な
状況〕（国際課税資料２７）
この共通報告基準に基づく自動的情報交換は

世界的にも広がっていまして，国際課税資料２７
ですが，合計１０１カ国が今，この実施にコミッ
トしている状況です。

〔税務行政執行共助条約の概要〕（国際課税資
料２８）
こういった情報を交換するためには，交換の

ための枠組みが必要になってまいります。国際
課税資料２８ですが，情報交換を含む行政支援を
行うための多数国間の条約というのもありまし
て，これは１１２カ国・地域が結んでおり，二国
間の租税条約だけではなく，この条約に基づい
ても情報交換を行うことができるということで
す。
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〔G２０の「税の透明性に関する非協力的地域の
リスト」について〕（国際課税資料２９）
共通報告基準に基づく情報交換が始まりまし

たが，実際にこういうことをやりますというだ
けではなくて，実効性を高めていかなければい
けないということで，国際課税資料２９になりま
すが，G２０ではさらに透明性の向上のためにプ
レッシャーをかけていこうという動きになって
います。昨年の G２０の議論からですが，税の透
明性に関して，非協力的な地域を特定すべきで
はないか，そのためには基準を作って，その非
協力的な地域のリストを作るべきであるという
議論が進められてまいりました。

具体的に客観的な基準というのは何かという
と，この真ん中に書いてあります。１つ目にい
わゆる要請に基づく情報交換を国際基準に則っ
てやっているかどうか，２つ目に共通報告基準
に基づく自動的情報交換をやることを約束して
いるかどうか，３つ目に税務執行共助条約を結
んでいるかどうかです。この３つを基準として
リストを作り，今年の G２０ハンブルクサミット
には１カ国，具体的にはトリニダード・トバゴ
ですが，ここが非協力的な地域として特定され，
今後，要すれば，防御的措置，いわゆる制裁措
置のようなものも検討されることになっていま
す。今の段階では１カ国ということでありまし
たが，例えば，共通報告基準に基づく自動的情
報交換については約束しただけで，実際に守っ
ているかどうかというところまではまだ見てい
ませんので，こういう基準なども今後より厳し
い方向に見直されていくと思いますし，そうい
うプレッシャーをかけながら適切な情報交換の
実施を含む，税の透明性を高めていく取組みを
続けているということです。

６．国際的流れ

〔G２０サミット首脳宣言（仮訳抜粋）（２０１６年９
月４－５日）〕（国際課税資料３０）
そのような国際的な流れをご説明するという

ことで，国際課税資料３０以降に昨年１年間の G

２０，G７のコミュニケを付けさせていただいて
います。いずれにも共通する項目としましては，
BEPS のコミットをこれからしっかりと実施し
ていくこと，税の透明性を高めていくこと，情
報交換をやっていくことの重要性，また，途上
国をしっかり支援していくべきではないかとい
うことです。幾つか特徴的なものを申し上げま
すと，国際課税資料３０のパラグラフ１９の下から
３行目ぐらいのところです。投資と貿易を促進
する上で税の安定性が利益となるのではないか
ということで，いろいろな新たな制度を入れて
いく中で，その制度の予見性が重要ではないか
ということが G２０で指摘され，OECD と IMF
にレポートを作るように指示しています。

〔G２０財務大臣・中央銀行総裁会議共同声明
（仮訳抜粋）（２０１７年３月１７－１８日）〕（国際課
税資料３１）
国際課税資料３１のコミュニケのところに飛び

まして，これはドイツのバーデン・バーデンに
おける G２０のコミュニケですが，パラグラフ１０
の２行目のところで，税の安定性の報告書が提
出されています。この中では，税の安定性強化
のためにどのような方策があるかというメニ
ューのようなものが示されていて，紛争防止な
ども含まれています。それらをしっかり各国で
やっていきなさいということです。また，その
進捗を２０１８年中に評価しなさいと言っています。
このように税の安定性というものが１つのキー
ワードとして出てきたということです。

もう１つは，パラグラフ１０の下から３行目ぐ
らいですが，OECD の電子経済タスクフォー
スで，先ほど申し上げました電子経済に対する
課税について議論されています。電子経済につ
いてはもともと BEPS の報告書の中で２０２０年
までに最終報告を出しなさいということになっ
ています。ただその前に，ここにありますよう
に，来年の春までに一度中間報告を提出し，さ
らに G２０の中で議論を深めていこうということ
になっていまして，この電子経済に対する課税
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にもまた光が当たっているという状況になって
います。

〔G７財務大臣・中央銀行総裁会議共同声明
（仮訳抜粋）（２０１７年５月１２―１３日）〕（国際課
税資料３２）
国際課税資料３２のイタリア・バーリで行われ

た G７では，租税犯罪だけではなく金融犯罪，
いわゆるマネロンの問題についても言及され，
こういった問題を一緒に考えていくべきではな
いかということが指摘されました。

〔G２０サミット首脳宣言（仮訳抜粋）（２０１７年７
月７―８日）〕（国際課税資料３３）
その上で，ドイツのハンブルクで行われた G

２０サミットにおいては，今，私が申し上げたポ
イントが全て再確認されています。今，BEPS
を取巻く国内，海外における議論の概要という
ことでご紹介させていただきました。ありがと
うございます。
―――――――――――――――――――――

Ⅱ．BEPSプロジェクトに関する
これまでの取組みと課題に対す
る意見・質問

（渡辺） 細田さん，どうもありがとうござい
ました。最新の情報，大量の情報を大変要領よ
くまとめていただきまして，ありがとうござい
ました。

今，ご説明のあった中で，税の安定性という
言葉がございます。あまり聞きなれない言葉か
なと思います。普通，税の予測可能性とかそう
いうふうに言われている言葉とほとんど同義で
はないかと思います。それから，この中にも恐
らくご友人等から，「昔外国にいた。その外国
の金融機関に預金口座を持っていて，そして何
十年も音沙汰がなかったのに急に銀行から電話
がかかってきていろいろ聞かれた。一体これは
何が起きているのだ」ということを心配して聞

かれた経験をお持ちの方があるかと思います。
これは，まさに情報交換を世界各国の金融機関
も含めて一生懸命やろうとしているあらわれな
のです。そのために，預金者の情報を持ってい
かなければいけないということで，わざわざ外
国から日本の預金者に電話をかけてくるという
ケースが幾つかあるようでございます。国際的
取決めが日頃の生活にもぴんぴんと響いてくる
例かと思います。

それでは，ここでパネラーの方から順次ご意
見，ご質問を頂戴したいと思います。最初に，
青山さんからお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（青山） それでは，私の方から，幾つかコメ
ントと質問をさせていただきたいと思います。

今のご説明の中で，わが国が BEPS プロジ
ェクトの最終報告書確定に向けた活動及び昨年
から本格化したその実施段階において非常に重
要な役割を果たしてこられたということがよく
理解できました。これについては，浅川財務官
が OECD の租税委員会の議長として活躍され
る中で昨年の租税委員会京都会合が包摂的取組
の口火を切る重要な会議として位置付けられ，
その後も BEPS プロジェクトのリーダーシッ
プを主税局参事官室が引き継がれておられる成
果であろうと考えます。この点にまず敬意を表
したいと思います。
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BEPS 問題が実施に移っている現時点は，理
論的な課題と実践面での諸問題を取りまとめて
議論するのに，非常にいいタイミングではない
かと思っています。まず，課税ルールのガイダ
ンスの手直しが現在も進行しつつあるわけです
が，これについて，２，３コメントさせていた
だきたいと思います。

〔BEPS対応での国際課税ルール手直しに関す
るコメント〕
もともと BEPS プロジェクトは，従来の国

際課税の基本的なルール，建付けを根底から変
えるわけではなくて，その上に立って BEPS
という未曽有の大災害と言ってもいいかもしれ
ない，税制にとっての非常事態に対応するため
に，どういう大規模修繕が必要なのかというこ
とで始まりました。従って，母屋の骨格を守り
ながら，災害防止のために必要な大規模設備投
資を思い切ってやっていくという趣旨であった
と思います。大規模修繕に属する部分は着々と
進んでいますが，一方で，先ほどのご説明にも
ありましたように，例えば電子経済に対する課
税問題は，二重非課税排除という BEPS 対応
にとどまらず，将来の経済社会における国際課
税のルールの在り方を根本的に見直す契機とな
りうるものであり，今後の重要な検討課題では
ないかと思います。

そういった意味では，現在進行中の実施段階
でルール適用の具体的ガイダンス作成を行って
いる領域の中にも，従来の検討枠組みを超えた
斬新な課税理論を内包しているものも散見され
ます。，例えば，移転価格の無形資産取引への
適用ガイダンスを取り上げると，特に PS 法の
適用に関しては所得相応性基準の導入も見据え
た結果利益概念の検討が行われ，また，PE の
帰属主義についてのガイダンスでは，シングル
エンティティ方式の容認につながる可能性のあ
る事例検証が行われるなど，新しい課税理論に
もつながりうる詳細な検討が進んでいます。従
って，これから展開される追加的なガイダンス

の策定についても，我が国は引き続き積極的に
参加していかなければいけないと思います。

また，BEPS 対応の制度設計をやっている間
は，どちらかというと処方箋をどう書くのかと
いう課税庁の視点に重点が置かれていましたが，
他方，その処方箋が納税者にどのような影響を
及ぼすか，特にコンプライアンスコストの面で
の影響はどうかという点についての検討は，後
追いで行われました。先ほどのご説明によれば，
税の安定性（タックスサータンティ）を確保し
なければいけないという問題意識に今真剣に取
り組まれている状況にあります。伝統的な国際
課税の制度の下でも，納税者の権利保護という
ものは従来から配慮されてきましたが，BEPS
対応を機会に新たな課税の理論や手法が考案さ
れてきた際に，納税者の権利確保が特にクロス
ボーダーの取引局面で各国において十分保障さ
れるのかといった問題意識が強まったのがその
背景ではないかと思います。

［質問事項］
それでは，質問事項を４点申し上げます。１

つ目は，先ほどご説明のありました包摂的取組
みに関するものです。参加国が１００カ国以上に
伸びたことは大変評価すべきことだと思います
が，心配なのは，後から参加した途上国等がこ
の BEPS の合意をすべて実践するだけのキャ
パシティが十分にあるのかどうかという点です。
言いかえると，自分の国にとって都合のいい執
行しやすい BEPS 勧告をいいとこ取りして主
張する心配はないのかということです。これら
は，恐らく多国間条約への取組み状況を見れば，
その国の真剣度というものがある程度判断でき
るかもしれませんが，この包摂的枠組みに参加
している途上国の動向について，我が国を含め
た OECD 加盟国はどのように評価されている
のかというのが１点目です。

２点目は，BEPS プロジェクトに先進国は一
致して取り組んだわけですが，先進国の中には，
特に二国間主義に強くこだわる米国の対応例が
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あります。これは，多国間条約にサインしてい
ないという事実にも表れていますが，米国以外
にもイギリスやオーストラリアなどが合意の枠
を超えた独自の課税制度を導入しています。こ
ういった BEPS の合意に沿った実行という全
体の方向と違った取組みをしている国々は，現
在，BEPS の成果を広範な国々に拡大しようと
する際の阻害要因になってはいないか。この点
はいかがでしょうか。

次に３点目は，透明性の向上と納税者の権利
の葛藤の問題です。租税条約に基づく情報交換
について共通報告基準が普及しますと，恐らく
納税者情報は非常にスムーズに交換されるよう
になると思います。ただ，交換される情報の質
は非常に高度のものが求められています。すな
わち，厳正な本人確認を踏まえた受益者ベース
の情報を目指しているとのご説明でした。この
情報を得ることの困難性は容易に推測されます
が，どのようにして正確な受益者情報を確保す
るのでしょうか。また，これに加えて，法人の
ウェブサイトに国別報告書を公表しなければい
けないという EU の指令案について，欧州進出
企業は大変な不安を抱えています。これらの
EU の BEPS 基準を上回る要求に対して，
OECD 等 BEPS を推進する国際機関や我が国
はどのように働き掛けをしているのでしょうか。

最後の４点目は，２９年度の我が国 CFC 税制
の改正についてです。各国がまだこの CFC 税
制の改正に十分取り組んでいない時点で，しか
もベストプラクティスの提示を参照しつつ，自
国の実態に即した改正を行わなければいけない
という困難な環境下での取組みでした。しかし，
出来上がりは，世界に誇るモデルになるような
税制改正ではなかったかと思います。と言いま
すのは，この改正過程で，ビジネスとの密接な
コンサルテーションを積み重ねて，コンプライ
アンスコスト面での納税者の懸念を大きく解消
したからです。ただ，新制度の執行を行うに当
たっては，おそらく技術的な課題に直面するこ
とになると思います。どのような課題を想定さ

れているか，お教えいただければと思います。
以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 青山さん，どうもありがとうござい
ました。それでは次に吉村さん，どうぞよろし
くお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（吉村） それでは，私の方からは，コメント
と質問を合せて３点ほど申し上げたいと思いま
す。

〔経済の電子化への対応について〕
１点目は，後半でも取り上げられました経済

の電子化への対応についてです。BEPS におけ
る議論については，国際課税資料２０で表として
おまとめくださったように，現時点で BEPS
として特段の勧告は見送られたということであ
ります。その上で引き続き検討するということ
でありました。この議論の過程では，一部の国
が電子上の存在，インターネット上の存在を
PE として認定する，その上で自国の課税権を
主張するということも意見としてあったという
ふうに聞いていますが，電子経済を定義するこ
とは難しいといった問題が指摘されて，議論継
続ということで一応の結論が得られたというこ
とであります。

このような結論はある意味納得できるところ
で，当時こうした電子経済に対する課税に積極
的な国といいますのは，どちらかというと新興
国や途上国に偏っていて，従来型のビジネスモ
デルに対する課税も含めて，源泉所得国の取り
分を増やしたいといった動機があったと見受け
られていたところではないかと思います。

これに対して最近注目されるのは，EU の動
きです。EU 諸国の間には，アメリカ系のイン
ターネット企業に対する反感が高まっています。
特に Google や Apple といった企業，まさに
BEPS のきっかけになったような企業のタック
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ス・プランニングに対する批判が根強くあると
いうことです。最近ですと，フランスを中心と
しまして，ドイツ，イタリア，スペインといっ
た相対的に大きな国々が声明を出して，電子経
済に対する特別な課税を要求するといった事態
になっています。もちろん EU として税に関す
る指令を出すためには，全加盟国一致で決議し
なければなりませんので，すぐに指令が出ると
いった事態は起きないかとは思いますが，今回
のフランスなどの EU の大きな国々の動きによ
って，電子経済に対する課税の議論は急速に進
むのではないかと考えているところです。

そこで質問なのですが，こちらの資料の中で
も，国際課税資料３１，国際課税資料３２で最近の
G２０サミットでの宣言において電子経済の問題
が取り上げられ，かつ，そのスケジュールが若
干早められたということをご紹介くださいまし
た。改めて G２０の中でアジェンダとして電子経
済の問題がフォーカスされ，特にスケジュール
を早める形で議論の必要性が高まっているとい
うことの背景について，お教えいただければと
思います。

また，来年 OECD から報告書が出るという
ことになっていますが，その報告書作成に向け
た現在の議論状況について，また今後の見通し
につきまして，これは差し支えない範囲でお教
えていただければと思っています。また，電子
経済に対する対応に関しては，先ほどの青山さ

んのコメントでもありましたように，イギリス
やオーストラリアといった国々が，独自に迂回
利益税を導入して対応するといった動きや，イ
ンドのように平衡税をかけるといった形で一方
的措置を取り入れる国が現れているところです。

先ほど申し上げたように，国際的な合意とし
てどういった枠組みが求められているか，どう
いった方向の議論が打ち出されるかということ
も１つ関心があるのですが，こういう一方的措
置によって課税強化を進めている国に対して，
日本としていかなるスタンスで臨むのかという
点についてもお教えいただければと思います。

〔ピア・レビュー〕
２点目は，ピア・レビューの在り方について

です。こちらの資料でご紹介くださったように，
BEPS の議論が始まった２０１３年から現在までを
振り返ってみますと，BEPS に関するさまざま
な報告書だけではなく，透明性に関しても
OECD 又は G２０の場で政治的なコミットが強
化され，またその実現に向けたさまざまな措置
が打ち出されるという動きがありました。最近
の G２０サミットの宣言を見ましても，やはり税
に関する項目は必ず入っており，国際社会にお
ける政治的な関心は高い水準で維持されている
と認識しています。

一方で，こうした国際的な取組において重要
なのは，やはり実施であり，ちゃんと全ての国々
が実施しているかをモニタリングするための枠
組みではないかと思います。BEPS パッケージ
につきましては，「一貫した実施」が重要であ
るとして，BEPS 参加国全てが導入すべき行動
として示されているもの，ミニマムスタンダー
ドとされている行動がある一方で，共通の方向
性について合意をした，またある一定の対応を
行うに当たってのベストプラクティスを示した
にすぎないといった形で示された行動もありま
す。BEPS 参加国であれば，ミニマムスタンダー
ドとされた行動については必ず実施しなければ
ならないとされていますし，先ほど国際課税資
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料２２でお示しくださったように，包括的枠組み
の中で各国の BEPS 合意の実施状況を相互監
視していく，ピア・レビューしていくというこ
とで，そのための書式等が既に公表されていま
す。

私が疑問に思いますのは，ミニマムスタン
ダード以外の行動，すなわち共通アプローチと
して合意したもの，またベストプラクティスが
示されている行動については，今後どのように
扱われるのかという点であります。先ほど青山
さんからも指摘がありましたように，BEPS の
包摂的枠組みに参加しているものの，結局自分
に都合がいい行動しか実施しない，そういった
いいとこ取りの恐れが存在しています。各国が
BEPS 行動，パッケージとしての BEPS につい
て，どの程度実施しているのかに関するモニ
ターはどのように進められるのか，この点につ
いて詳しくお教えいただければと思います。

特に，ミニマムスタンダード以外の行動，共
通アプローチやベストプラクティスとして示さ
れた行動については，この包摂的枠組みの参加
国に対する働き掛けをどのような形で行ってい
くのか，国際社会として一致して足並みをそろ
えてパッケージを実施していこうという具体的
なアクションがあり得るのかといった点につい
て，お教えいただければと思います。

〔外国子会社合算税制の強化（平成２９年度改正）〕
最後に，平成２９年度改正で実施された外国子

会社合算税制の強化についてです。平成２９年度
税制改正におきましては，アクティブな所得に
ついては経済活動の場所において課税し，合算
税制で取り込むことはしないという方向を強化
しました。これに対して，パッシブな所得につ
いては，広く親会社の所得に合算する方向での
改正でした。

わが国におきましては，平成２１年度税制改正
によって外国子会社からの配当が益金不算入と
されて以降，国際課税上のポリシーとして全世
界所得課税主義が放棄されたのかどうかといっ

た点を含めて，合算税制の本質に関する議論が
続いていたところであります。今回の改正にお
きまして，制度的には１つの回答があったとい
うように認識しています。すなわち，先ほど触
れましたように，アクティブな所得とパッシブ
な所得を区別した上で，アクティブな所得につ
いては経済活動の場所と結び付けて課税権を基
礎付け，これに対して，パッシブな所得につい
ては原則として親会社の方で取り込むといった
方向性が示されていると理解しているところで
す。学界では，国際課税のポリシーについては，
これまで資本輸出中立性又は資本輸入中立性と
いった非常に大上段の議論がなされていたとこ
ろでありますが，今回，合算税制がこのような
形で整理されました。特に経済活動の場所にお
ける課税という BEPS の原則の下で整理され
ましたので，これをどう評価していくのかとい
うのが１つ課題になるかと思います。これはた
だのコメントでありますが，研究者としてその
ような宿題を与えられたと受け止めています。
以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 吉村さん，どうもありがとうござい
ました。それでは栗原さん，どうぞよろしくお
願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（栗原） 東レの栗原でございます。どうぞよ
ろしくお願いいたします。

平成２８年度税制改正以降，移転価格文書化対
応に私どもの会社も相当の時間とコストをかけ
てまいりました。既に対応済みの会社，若干予
定遅れではあるけれども現在頑張っていらっし
ゃる対応中の会社，まだ迷っておられる会社な
ど，各社さまざまな状況だと思います。正解を
つかみ切れていない中で，時間だけが過ぎてま
いります。税務担当者の方の多くが大きなスト
レスを感じておられるのではないかと思います。
疲れ切らないように，お互い頑張りましょう。
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さて，諸外国の中でも日本政府が率先して制
度改正，コンプライアンス向上の取組みなど，
BEPS 対応施策を講じてこられました。税制の
環境は改善し，少なくともこれまで問題とされ
てきたアグレッシブな節税行動はあまり聞かな
くなりました。敬意を表したいと思います。一
方で，納税者の事務負担は増加の一途をたどり，
今後行われる改正を視野に入れると，どこまで
増え続けるのか想像すらできません。

課題としては，移転価格文書化，タックス・
ヘイブン対策税制の変更，その他の改正を含め
て，効果を一定の時期に総括することであると
考えております。また，BEPS プロジェクトの
きっかけとなりましたアメリカの多国籍企業の
行動はどうなったのか，非常に気になるところ
であります。個別のお話で，幾つか質問とお願
いをしたいと思います。

〔移転価格文書化〕
まず，行動１３「移転価格文書化」について，

各方面からの要請を入れて，参考となる資料を
多々出していただき，感謝いたします。３月決
算の場合，２０１８年３月末までにマスターファイ
ルと国別報告書を作成して，e―Tax で提出し
ます。日本の税制対応で２０１８年３月末を目標と
して準備していますが，その作成途中において
海外子会社経由で提出するマスターファイルや
海外子会社の文書化について，海外子会社より

依頼が入ります。諸外国は必ずしも日本と作成
時期が同じではなく，しかも短期間の対応とな
るため，苦慮しています。起用する税理士法人
も全世界で統一できているわけではございませ
んので，その都度対応せねばならず，手間とお
金が非常にかかっているということをご理解い
ただきたいと思います。ローカルファイルは致
し方ないと思いますが，マスターファイルは世
界で統一いただきたいと考えています。

次に質問でありますが，来年の３月ですが，
我々が提出した資料を国税当局はどのように活
用するのか，ご教示いただきたいと思います。
現在は作成し提出することに手いっぱいな状況
でございますが，提出後の対応もそろそろ視野
に入れておきたいと思います。

〔タックス・ヘイブン対策税制〕
行動３「外国子会社合算税制の強化」により

平成２９年度税制改正でタックス・ヘイブン対策
税制が改正されました。産業界の要望を入れて，
現行制度に則した形にしていただきました。あ
りがとうございます。施行は，平成３０年４月１
日以後開始する外国関係会社の事業年度からと
なっています。まだ時間があるように思いがち
ですが，準備を考えればそれほど多くの時間が
残されているわけではありません。今年年末に
も通達などが出ると伺っていますが，通達に載
らない項目についても納税者の質問・疑問に答
えていただくため，各国税局に事前照会の窓口
の設置をお願いしたいと思います。

それから，行動１「越境消費税」，先ほども
お話が出ていましたが，行動２「ハイブリッド・
ミスマッチの無効化」も税制改正により対応済
みでございますが，影響はどうだったのでしょ
うか。

また，その他の項目で既に対応済みとされて
います行動５「有害税制への対抗」，行動１４「よ
り効果的な紛争解決メカニズムの構築」につい
ても日本の対応をご紹介ください。会社側の実
務対応がないことから，関心が薄くなっていま
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す。

〔ピア・レビュー〕
最後にピア・レビュー，特に国別報告書につ

いて概要をご教示ください。日本ではなく，新
興国の審査はどのように行われているのでしょ
うか。損益データなどの守秘と適正な利用が義
務付けられていると伺っていますが，審査の手
順はどのように行われているのか，非常に関心
がございます。データは厳格に管理し，不適切
な利用はしていないとコメントすれば問題なし
とされるのではないかと心配しています。以上
です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 栗原さん，どうもありがとうござい
ました。会社で税務の実務に携わっておられま
すので，今回の改正が事務負担或いはコンプラ
イアンスコストにどういう影響があるのかとい
うことに，非常にご関心をお持ちだということ
が良くわかりました。ありがとうございました。

それでは細田さんの方から，ただ今のお三方
からのご質問・ご意見につきまして，お答えを
お願いしたいと存じます。よろしくお願いいた
します。
―――――――――――――――――――――

（細田） 多方面からいろいろとコメント，ご
意見，ご質問いただきまして，どうもありがと
うございました。全てにお答えできるか分かり
ませんが，幾つかの内容に分けまして，お答え
させていただければと思います。

〔Inclusive Framework〕
まず，BEPS プロジェクト全体の観点からで

すが，青山様から，Inclusive Framework への
参加国の拡大について評価を頂いた上で，途上
国の BEPS 合意を実施するキャパシティにつ
いて，また吉村様からミニマムスタンダード以
外の勧告のモニタリングについてご質問をいた

だきました。
Inclusive Framework ですが，申し上げまし

たように，現在，参加国は発足当初の４６カ国か
ら１００カ国以上に拡大したということで，非常
に広がりがあり，また，後ほど出てきますが，
BEPS 防止措置実施条約に署名した国は現在７０
カ国に拡大しています。このように先進国・途
上国に限らず，広く BEPS 合意の実施の試み
が広まっていることは，非常に評価できるので
はないかと思っています。

ただ，この BEPS 合意を実施に移していく
ときには，先ほどもご指摘がありましたが，本
当に Inclusive な，包摂的な取組みにしていく
ためにも，途上国にどうやってこれを実施して
もらうのかということを考えなければいけませ
ん。その途上国の事情や，キャパシティの問題
もあるかと思いますので，OECD，IMF，国連，
それから世界銀行，こうした税に関わる国際機
関などが連携して，途上国を支援するためのプ
ラットフォームなどを作っており，それが中心
となって途上国の BEPS 合意の実施に対する
支援もしくは情報交換の制度を導入していくこ
とへの支援を行っていまして，そういうものを
通じて，私ども日本政府も途上国の税制や税務
執行に対する支援を行っているところです。

また，途上国が BEPS 勧告のいいとこ取り
をしないかというお話もありました。途上国が
実際に BEPS 合意を実施しているのかという
モニタリングも確かに重要です。私どもとしま
しても，Inclusive Framework 会合や BEPS 防
止措置実施条約を議論する会議など，さまざま
な国際会議を通じて，途上国にしっかりと参加
を働きかけていきたいと思っています。

〔ミニマムスタンダード以外のモニタリング〕
吉村様からご質問がありました，ミニマムス

タンダード以外のモニタリングについてです。
ミニマムスタンダードについては，モニタリン
グのための相互審査の枠組み，どういう基準で
やるのか，どういうスケジュールでやるのか，
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ということがきっちりと決まっています。具体
的には行動５，行動６，行動１３，行動１４がミニ
マムスタンダードで，これらは審査の内容やス
ケジュールが決まっていて，Inclusive Frame-
work の中で各国が互いに実施状況を審査して
いくことになります。

一方で，これ以外の措置については，各国の
税制や税務当局の体制，また BEPS のリスク
なども国によって違いますので，必ずしも各国
が同じ措置を取る必要はなく，各国が適切な措
置を講じていくものと理解しています。先ほど
吉村様がお話しになられました，いわゆるコモ
ンアプローチですとか，ベストプラクティスに
ついては InclusiveFramework でレビューが行
なわれることになっていますが，そのレビュー
を具体的にどのように行うかというところまで
は，まだ具体的な議論は進んでいないところで
ありまして，今後，詳細はまた議論されること
になるのだと思っています。

そういう状況ではありますが，Inclusive
Framework において各国がどのような措置を
実施していくのかということは，いずれにして
もフォローアップしていきますし，また先ほど
G２０などのコミュニケを見ていただきましたが，
先進国・途上国を含めてこうした国際的な取組
みにコミットしているところです。そのような
流れを背景に，当局としても幅広く各国に
BEPS 防止措置を実施するよう，働きかけてま
いりたいと思いますし，また，そのような流れ
を後押しするためにも，日本においてもこの
BEPS における合意事項を段階的に，また着実
に実施していく必要があるのだろうなと思って
います。

〔外国子会社合算税制〕
次に，外国子会社合算税制につきまして，幾

つかご意見，ご質問を頂きました。青山様から
は，いろいろとポジティブな評価を頂きまして，
ありがとうございました。その上で，執行上の
問題は何があるのだろうかというご質問を頂き

ましたし，また栗原様からは，通達に載らない
事項について事前照会のための窓口のようなも
のはできないのだろうかというコメントも頂き
ました。

外国子会社合算税制については，先ほども申
し上げましたように，日本企業が海外展開をす
るときの競争力を阻害することなく，租税回避
に対応するように制度を組んできたところです。
その改正に伴って，現在国税庁で関係通達を整
備していまして，関係省庁，関係者の方々にヒ
アリングを実施しています。具体的には，特に
早めに出さなければならない通達については年
内，それ以外については来年を目途に公表でき
ればということで，作業を行っているところで
す。

執行上の問題という意味では作業中というこ
とで，あくまでも想定の話にはなってしまいま
すが，見直し後の外国子会社合算税制は国外に
ある関係会社の活動，経済活動基準などという
形で見させていただくことになります。確かに，
申告いただくときに，関係会社の財務諸表等の
資料を添付していただいているわけではありま
すが，場合によってはさらに契約の関係の資料
などを提出いただくこともあるであろうという
ことです。そういうときに，しっかりご対応い
ただけるかどうかというところは，なかなか難
しいところではあるのかなと考えているところ
です。

いずれにしましても，この外国子会社合算税
制の関連でご質問等がある場合には，ご担当の
国税局なりの所管の部門にお問い合わせいただ
ければ，丁寧に対応させていただきますので，
何とぞよろしくお願いいたします。

〔移転価格の文書化〕
それから，移転価格の文書化の関連で幾つか

ご質問とコメントを頂いたところです。１つ目
ですが，移転価格文書をどのように活用するの
かということでした。国別報告書はハイレベル
な移転価格リスクの評価や経済分析に使用する
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ということが，BEPS の勧告にも書いています。
したがって，国税当局においてもこのマスター
ファイルと，企業グループ全体の情報とを併せ
て，移転価格リスクや BEPS リスクの評価に
使うことが想定されているところです。

ただ，その情報はあくまで個別の取引やその
取引価格の詳細な移転価格分析に代わるもので
はありませんので，国別報告書の情報のみに基
づいて移転価格課税を行うというようなことは
想定されていないということです。

２つ目に，マスターファイルのフォーマット
の点もご指摘を頂いたところです。確かにこの
マスターファイルの運用というのは，各国の法
令に依拠していますので，ご指摘のような話も
あり有るということです。このマスターファイ
ルや国別報告書は新たな取組みですので，いろ
いろとご指摘を頂く点等あると思いますが，実
際にどのような問題が生じてくるか注視してま
いりたいと考えています。

それから，３つ目に，国別報告書のピア・レ
ビューについて，特に新興国についてちゃんと
審査されているのだろうかというご指摘を頂い
たところです。国別報告書のピア・レビューは，
実施状況の審査でございますが，これには３つ
の分野がありまして，国内法制がどうなってい
るのか，情報交換の体制はどうなっているのか，
そして，情報の守秘義務やその情報が適切に使
用されるのか，ということです。この３つの分
野について，OECD が定めた審査の基準と実
施方法に従って審査されることになっていまし
て，この基準自体は日本を含む先進国，また途
上国も同じです。また，この審査方法自体は一
般に公表されています。

この審査ですが，２０１７年から始まりまし
て，２０１９年までの３年間で段階的に実施されま
す。第１フェーズにおいては，まずは，法令面
から審査を始め，第２フェーズ以降は実際の運
用面も含めて審査を行っていくということです。

その審査の中では，各国が，関係する法令の
具体的な根拠なども含めて，しっかり審査して

いきますし，また，審査項目に従っていないよ
うな事例がありましたら，改善勧告が出される
ことになっています。このように先進国・途上
国含めてしっかり対応していくということです。

〔国別報告書〕
その関連で，青山様から，欧州における国別

報告書を公開する動きについてご質問を頂きま
した。BEPS の合意では国別報告書は非公開と
されています。私どもとしてはこのような EU
の動きは国際協調に反しているのではないかと
いう懸念を有していまして，いろいろなレベル
で各種国際会議，もしくはバイ会談のときに，
「BEPS 合意の足並みを揃えた実施を通じた公
平な競争条件の確保」を揺るがすようなリスク
となるのではないかということを，主張してい
るところです。

こうした働きかけもあり，欧州にも国別報告
書を公表する動きを再考し始めている国もある
ようですので，今後も欧州諸国に対してしっか
り働きかけをしてまいりたいと考えています。

〔電子経済〕
次に，電子経済について，吉村様から G２０の

中での議論の状況についてご質問がありました。
また，栗原様からは，越境消費税に関する税制
改正の効果についてご質問を頂きました。G２０
で電子経済が今回取り上げられた背景は，先ほ
ど吉村様からお話がありましたように，欧州の
中では非常に関心が高い問題であるという理由
もあると思います。特に今回，G２０の議長国で
あるドイツが，電子経済の進展は持続的な成長
に不可欠であるとして，電子経済自体を G２０の
項目の１つとして取り上げたというところは大
きかろうと思います。

そのような盛り上がりの中で，議論の状況で
すが，電子経済の今後の進展が国際課税にどの
ような影響を与えるのか，また，他の BEPS
勧告を実施したことによって電子経済にどのよ
うな影響を与えるのか，ということをモニタリ
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ングしていこうということになっており，来年
の春の G２０の財務大臣会合に中間報告を提出す
るということが定められているというところで
す。

この議論がどういう方向に進んでいくのか，
今の段階で申し上げることはなかなか難しいの
ですが，こうした議論を行うときに，私個人的
には，単なる源泉地課税の強化を目的としたよ
うなスコープの狭い議論ではなく，そもそも電
子経済が進展した中でどのような課税の在り方
があるのか，例えば電子経済の進展は，ビジネ
スモデルや個人の企業の活動にどのような影響
を与えるのか，そうしたときに，BEPS で議論
になった価値の創造，課税所得をどのように認
識していくのか，また，課税のタイミングなど
もどう考えていくのかといったことを，より包
括的な観点から深く分析・評価していく必要が
あるのだろうなと思っているところです。

また，電子経済の関連での税制改正の影響で
すが，２７年度税制改正を行ったことによって，
国境を越えて提供される電子書籍ですとか音楽，
広告の配信といった電子商取引については消費
税が課されることになっています。これにより，
同種の取引を行う国内外の事業者間の競争条件
の不均衡が一定程度改善されたというところは
効果があったと思っているところです。ただ，
これも今後いろいろと見直す必要もあるかと思
いますので，引き続きこの電子経済の議論を注
視していく必要があるだろうと思っています。

〔BEPS行動計画の対応済の項目〕
それから，BEPS の行動計画の関連で，幾つ

かの対応済み項目についてどのような状況にな
っているのかというご質問を，栗原様から頂き
ました。１つ目は行動２です。ハイブリッド・
ミスマッチということで，これは国によって税
制が異なる場合に，その隙間を利用して租税回
避を行うというものです。このハイブリッド・
ミスマッチへの対応につきましては，２７年度税
制改正において外国子会社配当の益金不算入制

度の見直しを行っていまして，外国の子会社の
所在地国で損金算入が認められているような配
当については日本において親会社の益金に算入
して課税するということにしていまして，国際
的な二重非課税には対応しているところです。

次に，行動５の有害税制への対抗の関係です
が，BEPS 最終報告書の中では次の３点が指摘
されています。１点目は知財優遇税制などの有
害性審査基準の中で，特に経済活動の実質性に
関する基準を精緻化しなさいということです。
また２点目に，各国の優遇税制の透明性向上の
枠組みを考える際に，他国に影響し得るような
通達，ルーリングなどを提供した国の当局に対
して，その影響を受けそうな国の当局に通知し
てくださいというものです。それから３点目に
は，OECD 加盟国，G２０メンバー国等について，
この有害税制がないかどうかという審査をしっ
かり行いなさいということです。この３つが指
摘されていたところです。

この１点目と３点目については，G２０の国だ
けではなくて，非 G２０の国，OECD 以外の国
についても審査を拡大して，実際に審査基準な
ども見直した上で審査を行っており，まさに今
日，その会議をやっているところです。この審
査にも，日本としても積極的に参加しています。

また，２点目のルーリング，通達の通知の関
係ですが，これも租税条約に基づく情報交換の
枠組みというのがございますので，それに基づ
いて既に他国の税務当局との情報交換を実施し
ています。

それから，行動１４の紛争解決メカニズムの関
係です。これは，最終報告書の中でいろいろと
指摘されたところで，その指摘事項については，
既に日本が締結している租税条約に相互協議条
項がありますので，概ね満たしているのではな
いのかなということです。ただ，それをより拡
充していくという意味で，後ほど申し上げます
が，BEPS 防止措置実施条約というのに今回署
名しましたし，また個別の二国間交渉などにも
相互協議条項を規定していくということです。
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また，相互協議手続における仲裁規定につき
ましても，日本は積極的に租税条約に盛り込む
ということを方針としていますので，今申し上
げました BEPS 防止措置実施条約も通じて，
仲裁規定を積極的に導入していきたいと思って
います。

〔情報交換〕
それから情報交換に関連して，青山様よりこ

の情報交換を行っていくに当たって，受益者
ベース情報へのアクセスはなかなか難しいので
はないかというご質問も頂きました。この受益
者ベースの情報交換ですが，先ほどご紹介しま
した金融口座の共通の報告基準に基づく自動的
情報交換制度の中において，金融機関が金融口
座を開設するときに顧客管理手続の中で確認を
行って国税庁に報告するという制度があります
し，また，この自動情報交換の中ではわが国の
居住者が海外に口座を持っていた場合に，海外
からその情報も交換されることになっています
ので，一定の対応はできていると思っています。
ただ，こうした実質的な所有者に関する透明性
の問題は，まさに今年のイタリアの G７などで
も指摘されているところですので，さらに今後
議論は続いていくのだろうなと思っています。

〔米国との関係〕
最後にアメリカとの関係で，青山様から，二

国間主義にこだわるアメリカの対応が BEPS
プロジェクトの阻害要因になるのではないかと
いうご指摘も頂きました。ただ，先ほどのコミ
ュニケにもありましたが，G２０，G７の場でも
BEPS 措置の実施に対する国際協調の重要性と
いうのは繰り返し指摘されていますので，全体
ではアメリカも同じ方向を向いているものと思
っています。アメリカが BEPS 防止措置実施
条約にまだ署名していない状況などはあります
が，アメリカも含めてより多くの国・地域が国
際的な枠組みに参加するよう働きかけてまいり
たいと思っています。私からは以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 細田さん，どうもありがとうござい
ました。それでは，以上で第１部「BEPS につ
いてのこれまでの取組み」を終わらせていただ
きます。次に第２部の「BEPS 合意に関する今
後の展望」に入らせていただきたいと思います。
時間も若干押していますので，要領よく進んで
いきたいと思います。

最初に細田さんの方からご説明をお願いいた
します。
―――――――――――――――――――――

Ⅲ．BEPS合意に関する今後の対応

１．今後の国際課税のあり方についての
基本的考え方（骨子）

（細田） それでは，国際課税資料３５をご覧い
ただければと思います。

BEPS 合意に関する今後の対応ということで，
まず，昨年の年末に取りまとめられた与党の税
制改正大綱の補論「今後の国際課税のあり方に
ついての基本的考え方」の概要を資料として入
れています。この国際課税の基本的考え方は，
BEPS への対応でいろいろと今まで改正をやっ
てきましたが，まだその課題が残っていますの
で，ここで国際課税や日本を取巻く現状を踏ま
えた上で，今後の国際課税の基本的な考え方を
取りまとめてみてはどうかということで，政府
税調でもご議論いただき，技術的なご指摘も踏
まえた上で，昨年の年末に与党の方で取りまと
めていただいたものですが，それをまずご紹介
させていただきたいと思います。

〔問題意識〕（国際課税資料３５）
国際課税の基本的な考え方としては，その制

度を考えるに当たり，企業の健全な海外進出の
促進と租税回避への対応をいかにして両立させ
ていくかということが重要であろうと思ってい
ます。
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〔グローバル経済・日本経済の構造的変化〕（国
際課税資料３５）
では足元はどのような状況にあるのだろうか

ということで現状分析しています。例えばグ
ローバル経済の状況を見てみますと，新興国・
途上国の経済規模が大きくなっていて，一昔前
だと先進国と途上国で経済規模は８対２ぐらい
だったものが，６対４ぐらいになって，どんど
ん途上国が大きくなっています。また，実際の
資本の流れを見てみると，税制上の優遇措置を
持つような経済規模の小さな国・地域を経由地
とする直接投資がぐっと増えています。例えば
ルクセンブルクやモーリシャスなどのオフショ
アセンターに取引が非常に集中していて，GDP
などに比べて取引が大きくなっているのではな
いかということです。それから，知的財産の関
連で見てみると，自国での知的財産開発の取組
みと比べ，その使用料の受取りが多くなってい
るのではないかという傾向も見られます。

その中で日本の状況ですが，対外直接投資は
増えています。証券投資も増えています。では，
その投資はどこに行っているのかというと，例
えば国際課税資料３５の下のところに書いてあり
ますが，オランダへの直接投資が１０倍に増えて
いるとか，証券投資についてはケイマン諸島へ
の投資がアメリカに次ぐ第２位の水準になって
いるなどの現状があります。また，日本のクロ
スボーダーの知的財産使用料の収支は世界で第
３位の水準ということで，かなり大きくなって
おり，増加傾向にあります。では，日本からの
支払の額が多いところはどこかというとシンガ
ポールなどとなっています。日本の経済の稼ぎ
方が，物から資本投資へのリターンへと変わっ
ている中で国際課税をどう考えていくのか，と
いうことを考えなければいけないということで
す。

途上国がプレゼンスを拡大していることや，
グローバルな投資が増えてきていること，知的
財産が重要になっているといったことなどを頭
に入れながら，国際課税の制度を考えなければ

いけないと認識しているところです。

〔今後の国際課税のあり方に関する基本的考え
方〕（国際課税資料３６）
そのような現状の中で，国際課税の基本的な

考え方ということですが，１つ目は BEPS プ
ロジェクトという形で１つの方向性が示されま
したので，その合意事項を着実に実施していく
ことです。日本はこれまでも BEPS プロジェ
クトの議論をリードしてきましたが，これから
も日本がリードして BEPS 合意の着実な実施
を進めていき，グローバルに公平な競争条件を
国際課税の世界でもしっかりと確立していく必
要があるだろうということです。

それから２つ目ですが，経済活動が行われる
場所と税が支払われる場所を一致させるという
ことです。この原則を満たしつつ，企業の健全
な海外展開の支援と租税回避の抑制の両方を満
たしていく制度をどうやって考えていくのか，
その際には，先ほど知財の話がありましたが，
特に知の国外流出というものがリスクとしてあ
るのではないか，そういったものに対して，ど
のように対応していくのかということも考える
必要があるだろうということです。

３つ目は，そういう制度を作る際には，情報
交換ネットワークを拡大していって税の透明性
を向上していくことも必要であろうということ
です。この３つが基本的な考え方になっている
ということです。

〔個別の制度改革に当たっての視点〕（国際課
税資料３６―３７）
この基本的な考え方の下で，今までいろいろ

な制度改正，もしくは情報交換の取組みなどを
行ってきましたが，そういった制度改正などは
国際競争力の強化と租税回避への対応のバラン
スの中でやってきたものであろうと整理した上
で，国際課税資料３７以降に今後当面検討しなけ
ればいけない課題を記載しています。

２９年度税制改正につきましては昨年末ご議論
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いただいたところですが，外国子会社合算税制
の見直しをまずは実施すべきであろうというこ
とです。それから，中期的に取組む課題として
３つのご指摘を頂いていまして，１つ目が移転
価格税制です。特に知的財産等の無形財産をど
う扱っていくのか，所得相応性基準を含めて検
討すべきであろうということです。２つ目に，
過大支払利子税制をどのようにしていくの
か，３つ目に，タックス・プランニングの義務
的開示制度について，諸外国の制度，運用実態
などを踏まえながら日本でどうしていくのかと
いうことを検討していく必要があるであろうと
いうことです。

本日は，この３つの課題の現状に BEPS 防
止のための多数国間条約を加えた，４つについ
て順次お話しさせていただきたいと思っていま
す。

２．【行動８―１０】移転価格税制

〔移転価格税制：「BEPSプロジェクト」の結
論〕（国際課税資料３８）
BEPS プロジェクトの，「価値が創造された

ところで税金を払うべき」という原則に基づい
て，移転価格のガイドラインについても見直し
ていこうということです。特に無形資産取引に
ついては，BEPS リスクが高いということで，
これを中心に見直していこうという議論がなさ
れたということです。

右下の図にありますように，もともと A 社
が発明した特許を，軽課税国の L 国の子会社 L
社に移して，孫会社からの利益を L 社にため
るというような取引を想定したときに，例えば
L 社と A 社との間で，その特許を移転したと
きの取引価格が本当に適切なのか，小さ過ぎる
のではないか，というような点ですとか，もし
くは L 社と孫会社との間で見てみますと，孫
会社が L 社に払っている使用料は本当に適切
なのか，そのリスクに比して大き過ぎるのでは
ないかと，いろいろな議論があるわけです。

最初の例で言えば，行動８のところですが，

特に無形資産は他の参照する価格がなかなか無
く，移転時には本当の価値は分からないという
性質がありますので，独立企業間原則の直接の
適用は困難であろうということです。そういっ
た点から，例えば資産の価値を評価するに当た
って，ディスカウント・キャッシュ・フロー法
も適用できるようにすればいいのではないか，
また，特許によって実際に生じたキャッシュ・
フローが当初の予測から大きく乖離してしまっ
た場合には，事後的に価格を調整できる所得相
応性基準と言われる手法を導入してはどうかと
いうご指摘を頂いています。

それから，行動９のところでは，実際に使用
料を受取るに当たり，本当にこの特許を持って
いる企業は実際に事業のリスクを引き受けてい
るのか，本当にそのリスクに対応できるだけの
資本を有しているか，そういった状況にないの
であれば，本当はそのリスク相応のリターンし
かもらえないのではないか，そのような観点か
ら，移転価格のルールを見直すべきではないか，
というご指摘も頂いています。

また，行動１０では，同じグループ企業内での
費用の分配などを適切に行う方法についてご指
摘を頂いているところです。

〔【行動８】無形固定資産取引に係る移転価格
ルール〕（国際課税資料３９）
特にご関心が高いのは，無形資産に関する移

転価格ルールのところではないかと思います。
適正な移転価格の算定がより困難である無形資
産については，いろいろな方法を使えるように
しようということで，まず，無形資産の定義を
明らかにした上で，その無形資産の利益を受け
られる企業というのは，この無形資産の開発等
に関して重要な機能を果たしている関連企業で
あるべきですので，例えばディスカウント・キ
ャッシュ・フロー法が使えるようにガイダンス
を拡充するということです。また，先ほど申し
上げました評価困難な無形資産については，所
得相応性基準と言われる予測利益とその実際の
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利益が一定程度乖離した場合には，実現値，す
なわち実際に受けた収益に基づいて評価し直す
ということを認めていいのではないかというこ
とも指摘されているところです。

〔評価困難な無形資産に係る移転価格ルールの
策定〕（国際課税資料４０）
所得相応性基準のところです。これは新たな

概念ですので，実際に適用するには非常に難し
いところがあるかと思っています。そのため，
実際に適用される場面は恐らく限定されるであ
ろうということです。この点について，３つ目
の○のところにありますように，適用が免除さ
れる場合というのは，事前に納税者が収益を予
測できなかった場合ですとか，事前に相談をし
ていた場合，もしくは予測と実際の結果の乖離
が取引時点の価格の２０％以下である場合が報告
書では示されています。また，予測と実際の結
果の乖離が取引時点の価格の２０％以下である状
況が５年間経過した場合については，以降の年
度についてその適用を免除するということで，
一定の安定性を確保した上で，所得相応性基準
を導入してはどうかということが提案されてい
るところです。

〔評価困難な無形資産（HTVI）に関する実施
ガイダンスの概要〕（国際課税資料４１―４２）
所得相応性基準の中身自体は，まだガイダン

スの策定が続いているところでして，国際課税
資料４１，国際課税資料４２にガイダンスのドラフ
トを付けていますが，これがパブリックコメン
トに出されていまして，引き続き議論が続けら
れているという状況です。

〔【行動９】リスクと資本に係る移転価格ルー
ル〕（国際課税資料４３）
国際課税資料４３は，リスクと資本に関する移

転価格ルールの関係です。これは，キャッシュ
ボックスのような実体のない事業体に利益を蓄
積することを防ぐという意味で，契約上だけで

はなくて，実際にリスクを取っている場合にの
み利益の移転が認められるべきであろうという
ことです。そうでない場合，基本的にはリスク・
フリー・リターン，報告書の中では国債利率の
程度となっていますが，その程度しか利益の移
転は認められないのではないか，ということが
指摘されています。

〔【行動１０】他の租税回避の可能性の高い取引
に係る移転価格ルール〕（国際課税資料４４）
それから，行動１０のところでは，その他の移

転価格ルールの改正をまとめています。特に真
ん中のところの①利益分割法の適用の明確化と
いうことで，グローバル・バリュー・チェーン
といいますか，国際的な分業体制が進む中で，
利益分割法を適用するような場面が多くなって
くるかと思います。その中で，どのような場合
にこの利益分割法を適用することが最適な手法
となるのか，ということを明確化するためのガ
イドラインの改定作業が進められていまして，
これもそのガイダンスはパブリックコメント中
です。

〔利益分割法ガイダンスの概要〕（国際課税資
料４５）
国際課税資料４５に，参考までにそのサマリー

を付けていますので，参照いただければと思い
ます。以上が移転価格税制の関係で，現在議論
されている内容です。

３．【行動４】利子控除制限ルール

〔利子控除制限ルール〕（国際課税資料４６）
次は行動４の利子控除制限ルールついてお話

しさせていただきます。これは，支払利子が損
金算入されることを利用して行われる租税回避
行動をいかに防ぐかというもので，日本にも既
に過大支払利子税制が導入されています。

それに対して，BEPS 最終報告書においては，
固定比率ルールを基本とし，その基準固定比率
について日本は調整所得の５０％ですが，これを
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１０～３０％の範囲に収めるべきではないか，また，
オプションとして，多国籍企業グループ全体の
比率まで利子の損金算入を認めるようなグルー
プ比率ルールという制度を導入してもいいので
はないか，といったご指摘を頂いているところ
です。

〔制度の基本及び日本の現行制度「過大支払利
子税制」〕（国際課税資料４７）
国際課税資料４７，国際課税資料４８では，日本

の制度と BEPS 勧告の比較で資料を２枚付け
ています。日本の場合は，左側にありますよう
に，関連者のネットの支払利子に減価償却費で
すとか所得などを足し，全体の調整所得を計算
しまして，その５０％までが損金算入限度額で，
それ以上については損金不算入になるという制
度を，現行の制度としているところです。

〔「BEPSプロジェクト」の結論〕（国際課税資
料４８）
国際課税資料４８に移ります。これが利子控除

制限に関する BEPS プロジェクトにおける結
論です。企業 A の EBITDA について，日本の
制度では５０％となっているところ，BEPS では
１０～３０％となっています。それから EBITDA
の計算の方法ですとかその対象についても，関
連者なのか，それとも第三者を含めてなのか，
というように，違っているところがあります。
そのようなところを，今後，日本としてどう反
映させていくのか，といったことを検討してい
く必要があると考えているところです。

４．【行動１２】タックス・プランニング
の義務的開示制度

〔制度の基本及び「BEPSプロジェクト」の結
論〕（国際課税資料４９）
そして国際課税資料４９以降は，タックス・プ

ランニングの義務的開示です。これは，企業活
動の透明性向上という観点から，いわゆるプロ
モーター，コンサルタントのような方，または

スキームの利用者が一定の租税回避スキームを
税務当局へ報告，開示していただく制度です。
これによって，税務当局ではそのスキームに対
して早急な対応ができます。また，開示を求め
ることによって租税回避スキームのけん制効果
も得られるであろうということで，アメリカや
イギリスなど諸外国で導入されているものです。
このタックス・プランニングの義務的開示制度
ついても，ベストプラクティスということで
BEPS 勧告が出ていますので，導入の検討をこ
れから進めていくということになっています。

〔（参考）報告義務に係る項目ごとのオプショ
ン・勧告〕（国際課税資料５０―５２）
具体的な制度につきましては，OECD の勧

告を見てまいりますと，この右側の方ですが，２
つの考え方があって，１つは租税回避スキーム
自体なかなか特定できませんので，租税回避の
リスクが高いもの，例えば守秘義務がかかって
いる，もしくは成功報酬制になっているという
ものについて報告対象とするものです。もう１
つはよく租税回避スキームで使われるような損
出しのスキームであるとか，取引の内容に着目
したものについて報告対象とするものです。こ
の２つの報告基準を組み合わせることによって，
ある程度報告の対象を絞った上でプロモーター
ないし納税者の方に開示・申告いただく，報告
を頂くというようなことになってくるのだろう
と思っています。
国際課税資料５１，国際課税資料５２にその効果

ですとか，また諸外国ではどのような状況にな
っているのかということを簡単にまとめていま
すので，ご参照いただければと思います。

５．【行動１５】BEPS防止措置実施条約

〔BEPS防止措置実施条約の概要・経緯〕（国
際課税資料５３）
BEPS 防止措置実施条約については，BEPS

防止措置のうち，租税条約に関する措置を導入
するためには既存の二国間条約を改正する必要
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がありますが，全世界で３，０００以上の租税条約
があり，それを１つ１つ改正するのはなかなか
大変ですので，１つの多数国間条約を策定して
一斉に関連する租税条約を変更していこうとい
う取組です。

ただ，その際，４つ目の○に書いてあります
が，どの租税条約をこの多数国間条約の対象に
するのか，また多数国間条約に含まれるどの措
置を自分たちは適用するのか，ということにつ
いて，各国は任意に選択することができるよう
になっていまして，その選択を寄託者である
OECD に対して通告することになっています。
日本は６月にこの多数国間条約に署名しまして，
今後国会で審議いただいた上で批准発効するこ
とになっています。

〔BEPS防止措置実施条約と各行動の関係〕（国
際課税資料５４）
導入される BEPS 防止措置の中身は，国際

課税資料５４にあります。行動２，６，７，１４の
報告書に含まれる租税条約に関する BEPS 防
止措置をこの多数国間条約によって二国間条約
に反映させることが可能になっています。

〔【行動７】恒久的施設（PE）認定の人為的回避
の防止〕（国際課税資料５５）
国際課税資料５５に１つの例があります。恒久

的施設認定の人為的回避の防止ということ
で，１つは代理人 PE の定義について見直しを
行います。２つ目は，準備的又は補助的な性格
の活動として条約中に規定されるものは，今ま
ではすべからく PE 認定の対象外となっていた
ものを，そのような条約中に規定される活動に
ついても企業にとっての実質的又は本質的な活
動であるものについては基本的に PE 認定の対
象とします。例えば商品の引渡しやその購入の
みを行う場所というのは，これまでは，基本的
には，PE 認定の対象にならなかったものを，
今後は，その企業の本質的な活動があると判断
されるものについては，PE 認定の対象にして

いくことになります。

〔BEPS防止措置実施条約の署名国（７０カ国）〕
（国際課税資料５６）
国際課税資料５６にありますように，日本を含

めて７０カ国が，この多数国間条約に署名をして
います。私からは以上です。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．今後の対応に関する質問・意見

（渡辺） 細田さん，どうもありがとうござい
ました。

それではパネリストのお三方から，順次ご質
問，ご意見を頂戴できればと思います。最初に
青山さん，よろしくお願いいたします。

―――――――――――――――――――――
〔BEPS防止措置実施条約関連〕
（青山） 詳細なご説明ありがとうございまし
た。時間も押していますので，私からは特に最
後の BEPS 防止措置実施条約に絞って，コメ
ントと質問をさせていただきたいと思います。
まず，今のご説明にもありましたように，多国
間の条約ですが，どの条約を対象にするのか，
どの条項を対象にするのかというのを，それぞ
れの国が選択して指定するという仕組ですので，
基本的には各国にとってあくまで２国間条約が
ベースにあって，それらに上乗せして修正する
形の２階建方式です。従って，従来の租税条約
の２国間主義を多国間主義で置き換えようとい
う意欲的な条約ではないと考えられます。

ただ，そのような性格のものであるがゆえに，
個々の納税者にとって難しいのは，その２階建
ての構造を両睨みしながら，果たして自分のこ
の取引に最終的にどの条項が適用対象になるの
かを見定めるコンプライアンスコストが相当高
くなると思われる点です。

一方で，先ほどのご説明にもありましたよう
に，多くの国がこの条約に署名しつつあり，今
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後も増えてくるということでありますと，包摂
的枠組みの中でこれに参加した途上国は，この
条約の条文解釈に当たって，BEPS ガイダンス
文書を含めた OECD の諸文献を参照する機会
が増えるのではないかと期待できそうです。す
なわち，条約法に関するウイーン条約の解釈で
活用されるいわゆる文脈として BEPS ガイダ
ンス文書等が位置付けられる可能性です。こう
いったことになりますと，従来国連モデルと
OECD モデルとの間で先進国・途上国間に解
釈の違いがあるとして，納税者の予測可能性が
阻害されるという不満が，この多国間租税協定
を通じて共通の解釈に到達することで解消され
る可能性が高まります。従来の解釈ギャップの
解消は，納税者にとって歓迎すべき効果で，全
体としてみれば積極的な評価ができると思いま
す。

そこで質問ですが，まず１点目は，特に条約
濫用について既署名国は全ていわゆる主要目的
テストを適用するという意向を表明をしたと伺
っています。この主要目的テストは，主要目的
が税を免れることにある取引を対象とした濫用
防止規定という理念であることから見て，その
解釈適用に当たっては，ほとんどの国が国内法
の GAAR と同様な適用をするのではないかと
推測されます。そうしますと，主要目的テスト
について共通の適用ガイダンスを合意しておか
ないと，納税者にとっては，個別の条約ごとに
主要目的テストがどのように適用されるのか，
予測が立たないという懸念が生じます。

そこで，特に OECD の BEPS プロジェクト
において，この点に関する今後の取組みはどの
ように予定されているのかというのが１点目で
す。

なお，この主要目的テストの適用ガイダンス
の議論が進んでまいりますと，わが国にとって
も国内法上いわゆる一般的否認規定の導入可能
性についてどのように今後考えるのかという問
題が，また突き付けられることになると思いま
すが，いかがでしょうか。

２点目は，今後相互協議による解決を促進す
るというミニマムスタンダードをこの多国間条
約は包含しているわけですが，残念ながら仲裁
を受け入れている国は２６カ国にとどまると伺っ
ています。そうしますと，この仲裁を受け入れ
ない国の多さからは，納税者は二重課税解消の
リスクが多国間条約をもっても十分には解消で
きないのではないかという心配が残ります。こ
れについてのご見解はいかがでしょうか。以上
でございます。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） ありがとうございました。それでは
次に吉村さん，どうぞよろしくお願いいたしま
す。
―――――――――――――――――――――

（吉村） 私から，コメントとご質問を１点ず
つ申し上げたいと思います。

〔評価困難な無形資産について〕
１つ目は，評価困難な無形資産についてです。

最終報告書でも所得相応性基準の導入という方
向性が打ち出されました。また，今後ガイダン
ス等が整備され，それを受けて国内法でも実施
という運びになるかと思います。その一方で，
所得相応性基準につきましては，既にアメリカ
やドイツで導入されているものの，なかなかそ
の適用の実際はわかりにくい面があります。そ
のため，今後日本で所得相応性基準が導入され
ることになりましても，やはりそれを受け入れ
る納税者の方の理解も含めて，相当な準備とい
いますか，情報発信が必要になっていくのでは
ないかと感じているところです。

〔利子控除ルール〕
２点目は質問です。利子控除制限に関する行

動につきましては，BEPS プロジェクトでの位
置付けとして，多国籍企業について価値創造の
場での納税を確実なものとしたい，それを担保
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するための裏付けとして捉えられていると理解
しています。これに対して日本の現行制度は，
関連者間ローンにターゲットを絞って，国外へ
の利益の移転，利益の剥ぎ取りに関心を向けて
きたのではないかと思います。BEPS プロジェ
クトに従って利子控除制限の仕組みというもの
を設計していこう，導入していこうということ
になりますと，これまでいわゆるデッドとエク
イティを前提としてきた法人税の課税ベースと
の関係も問題になり得るのではないかと思いま
す。

そこで質問としましては，BEPS 行動で示さ
れた利子控除制限について，これは現行制度の
延長として位置付けられる改正として捉えてら
っしゃるのか，それとも新たな制度の検討とい
うことも視野に入れているのかということを，
差し支えない範囲でお教えいただければと思い
ます。

また，利子控除が認められる水準，いわゆる
コリドーと呼ばれて１０％から３０％という幅で示
されていますが，今後のレビューによって
BEPS 行動の実効性が検証されるということに
なるかと思います。つまり，日本をはじめとし
た多国籍企業のタックス・プランニングといい
ますか，節税に与えた影響を検証することにな
るかと思いますが，そのレビューの具体的内容
や，その際に必要となるデータがどのように集
められるのかといった点をお教えいただければ
と思います。以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 吉村さん，どうもありがとうござい
ました。それでは次に栗原さん，よろしくお願
いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔外国子会社合算税制について〕
（栗原） 今後の展望につきましては，もうお
話が何回か出ていますが，利益分割法，所得相
応性基準，利子の控除制限に関心を持っていま

す。利益分割法と所得相応性基準は現在の移転
価格税制でカバーしきれない部分を補完する目
的で導入が検討されていると理解していますが，
理屈先行の議論が進み，現在の移転価格税制に
取って代わるようなイメージすら与えていると
思います。特に前半の方で出ました移転価格文
書化で膨大なコストをかけているにも拘らず，
数年後に全部やり直しになってしまうのではな
いかという不安も持っています。

取引単位営業利益法で文書化していまして，
その後調査で利益分割法が適当ですと言われて
も議論がかみ合いませんし，適切な移転価格で
あると説明しても所得相応性基準によって当時
の文書化は不十分であるということで，所得を
変更されるリスクがございます。どちらの方法
も，現在の議論では発動される基準が不安定の
ように感じています。利益分割法では，取引単
位営業利益法を否定し，利益分割法が適切とす
る基準が何かということ，ディスカッションド
ラフトにいう「ユニークで価値ある貢献」とそ
うでない貢献の境目はどこなのだろうか，境目
の案件が非常に増えてくるのではないかと，心
配しています。利益分割法の適用は限定的であ
ることを望んでいます。所得相応性基準も乖離
率２０％というのは非常にわかりやすいですが，
発動の免除基準が不明確であり，ともに実務に
耐えられるだけの知見が蓄積されるまでは現在
の移転価格文書化を適正に誘導するための道具
として，伝家の宝刀であるべきだと考えていま
す。

そこで質問ですが，利益分割法と所得相応性
基準を積極的に検討する理由について教えてい
ただければと思います。一般に，日本企業の場
合は技術ノウハウを親会社が保有しているケー
スが多いと思います。子会社側の政府には，子
会社の利益貢献を強調し，利益分割法により子
会社により多くの利益を配分するようなインセ
ンティブが働きやすいと思います。日本親会社
と海外子会社のパターンでは海外政府，海外親
会社と日本子会社のパターンでは日本が導入し
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たいと思うでしょう。納税者と税務当局のご意
見が違うと，相手の移転価格算定方法を否定で
きるほどの証拠がない限り，単なる利益の取り
合いに終始するのではないかと心配します。

所得相応性基準では，BEPS 勧告の乖離率
２０％をそのまま採用しますと，事後の実績が
２０％超大きく出た場合は日本で課税されること
になります。例えば実績が２５％大きく出た後，
所得相応性基準で課税され相互協議に発展し，
相互協議で１０％で妥結した場合，そもそも日本
は所得相応性基準を発動すべきだったのか，疑
問が湧きます。

利子控除制限についても積極的に採用する根
拠がわかっていません。理由をお教えいただけ
ればと思います。日本は，先ほどご紹介のあり
ましたように，過大支払利子税制が既にあり，
十分機能していると理解しています。国際グ
ループ間の利子ではなく第三者向けの利子を規
制するのであれば，過大支払利子税制とは別な
税制で議論すべきと思います。国際間の税率の
違いによる不公平を除去するのであれば，入り
口は税率の差でありますでしょうし，資本と負
債の不公平なら資本にみなし利子控除を適用す
るということを最初に検討すべきと考えます。
海外に投資をしている企業ならまだしも，国内
事業しか行っていない企業から見れば，メリッ
トが全くない中で巻き添え事故を食らうような
ものだと思います。

それから，BEPS 対抗策の中締めはいつごろ
になるか，お教えいただければと思います。今
回の OECD 勧告に従えば，かなり改善される
はずであります。そうは言うものの，新しい
BEPS が生まれてくるのではないかという不安
もありますが，コンプライアンスコストをこの
まま増やし続けることはできないと思います。
大体のゴールというのが必要だと思います。

それから，義務的開示について一言。今回の
検討されているスキームは，納税者とプロモー
ター，もしくはどちらかという報告になると思
うのですが，報告するくらいなら租税回避をし

ないと思わせる上でのけん制機能効果がある理
解しています。報告者は誰か，犯人，利用者は
誰かの話にどうしてもなりやすいですが，報告
対象とすべき租税回避スキームを事前に公開す
るなどして報告制度の対象に載せないというこ
とが一番重要ではないかと考えます。いかがで
しょうか。

今回の OECD の勧告では，OECD 加盟国以
外にインド，中国など新興国を加えましたので，
対象国もその後増加しグローバルスタンダード
になったと思います。一方で，合意を重視した
ため，ミニマムスタンダードが限定されまして，
アメリカが実質的に参加しないなど，はたから
見ると片手落ちのように感じます。不利なルー
ルには参加しなければ良い，必要な情報はミニ
マムスタンダードで縛られていないところで取
れば良いなど，勝手な行動を認めていくとルー
ルが形骸化しかねないと思います。次の見直し
の時期では，多国籍企業の行動がどう変わった
かも重要でありますが，各国の対応がアグレッ
シブになっていないかチェックする必要がある
と思っています。コメントを頂戴できれば幸い
でございます。以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 栗原さん，どうもありがとうござい
ました。

それでは，ただ今頂きましたお三方からの意
見，ご質問についての細田さんの方からご回答
をお願いしたいと思います。
―――――――――――――――――――――

（細田） ありがとうございました。

〔利益分割法と所得相応性基準の検討〕
移転価格税制について，栗原様から，利益分

割法，それから所得相応性基準を検討する理由
についてご質問を頂きました。利益分割法につ
いては，繰り返しになってしまいますが，グロー
バル・バリュー・チェーンが発達した中で，こ
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の利益分割法が最適な手法となる場面を明確に
することが目的でして，利益分割法の適用範囲
を恣意的に拡大していくというようなことでは
ないということです。

また，所得相応性基準につきましても，確か
にいろいろと論点はあると思っています。ただ，
特に評価困難な無形資産については，税務当局
と納税者の間の情報の非対称性というのは非常
に大きいので，BEPS のリスクも非常に大きく，
この所得相応性基準のような手法も必要なので
はないかということで，BEPS の報告書の中で
も指摘されているということです。実際にこの
所得相応性基準を適用していくに当たって，そ
の適用はどのような目的なのか，また適用除外
要件はどうすべきなのか，こういった様々な論
点をしっかりと議論していかなければいけない
と考えているところです。

いずれにしましても，まだ OECD のガイダ
ンスの策定作業が続いていますので，その進展
を踏まえて検討を進めていく必要があろうと思
っています。

〔利子控除制限〕
それから，利子控除制限の関係でご質問があ

りました。ご指摘いただきましたように，わが
国の現行制度の過大支払利子税制と BEPS 最
終報告書で勧告されている制度には，確かに基
準固定比率ですとか対象利子となる範囲，調整
所得金額の計算の方法など，幾つか違いがあり
ます。そこで今後どのような制度になっていく
のかということですが，これは今の段階で具体
的な方向性が確定しているものではないので，
申し上げることはなかなか難しいのですが，ま
ず，利子控除制限というのは BEPS のリスク
があり，そのため各国が協調して一定の基準の
中で制度を収れんさせていくことが重要だろう
という指摘がされており，それは我々としては
受け止めなければいけません。

ただ一方で，企業活動にどのような影響があ
るのかということをしっかり分析して，検討し
ていかなければいけないというところもあると
思いますので，様々な論点をこれからしっかり
議論していきたいと思っています。

また，吉村様からコリドーの１０％から３０％の
割合に関するレビューについてのご質問があり
ましたが，確かに２０２０年までに行動４の最初の
レビューが行なわれることになっていますが，
今は勧告内容が明らかになって，これから各国
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が導入していくというフェーズでございますの
で，まだこのレビューの具体的な方法にまで議
論が至っていないというのが現状です。

〔義務的開示〕
それから，義務的開示の関係でも栗原様から

コメントを頂戴しました。この報告制度という
のは，けん制効果という観点からすると可能な
限り報告の対象となる取引を明らかにしておく
という考え方というのは確かに１つあると思い
ます。ただ一方で，BEPS の行動計画において
は，対象の範囲が狭すぎるとその制度の実効性
を失うのではないかという指摘もされていると
ころです。そういったバランスもありますので，
この BEPS 報告書の内容ですとか，他の国の
事例などをいろいろと見ながら，制度を考えて
いく必要があるのだろうと思っています。

〔BEPS防止措置実施条約〕
それから，BEPS 防止措置実施条約の関連で

青山様にコメントを頂きました。１つは，条約
の特典の濫用防止措置です。この措置を適用す
るに当たって，適用が明らかにならないのでは
ないかというようなご心配ですが，この措置に
関しては BEPS の報告書行動６の中で，コメ
ンタリーが掲載されておりますので，これをガ
イダンスとして扱っていただければと思ってい
ます。また，実際の適用において問題が生じる
ようなケースが出てまいりましたら，OECD
に問題提起していくなどして対応するというこ
とになろうかと思っています。

また，この濫用防止規定との関連で，一般的
否認規定への議論の影響ということですが，こ
れは実際どういうことになるのかというのはま
だ明らかではありません。ただ，実際に導入の
要否を議論することになった場合には，このよ
うな条約の特典の濫用防止規定や各国の制度と
いうものをよく見ながら慎重に議論していく必
要があるのだろうと思っています。

それから，多数国間条約の仲裁規定の受入国

が２６カ国にとどまっているのではないかという
お話がございました。確かにおっしゃるとおり
です。わが国との間でこの仲裁規定が適用され
るのは現在の暫定の通知ベースで９カ国ですが，
この数字は，これから署名をする国もあるかと
思いますし，今後選択する規定を変える国もあ
るかと思いますので，増減していくものと思い
ます。いずれにせよ，仲裁に関する規定は，こ
の多数国間条約に限らず，二国間の租税条約の
交渉においても引き続き導入を慫慂していきた
いと思っているところです。

また，この多数国間条約に関しては，実際の
適用関係が分かりにくいというところもあるか
と思いますので，条約の批准後，実際に適用さ
れるという場面になりましたら，何らかの形で
どういうふうに適用されるのかということを公
表してまいりたいと考えているところです。

〔コンプライアンスコスト等について〕
栗原様から，BEPS プロジェクトの中締めは

いつになるのか，このままコンプライアンスコ
ストを増やし続けることはできないというご意
見を頂きました。まず，BEPS プロジェクトの
中締めについてですが，その実施状況をモニタ
リングしていくと，新たな問題がまた出てくる
と思いますので，継続的な取組みが必要ではな
いかと思っています。その中でコンプライアン
スコストは確かに問題になるわけですが，私ど
もとしても課税逃れを許さないという基本的な
考え方を保ちつつ，健全な経済活動は阻害しな
い，円滑な執行が可能である，という観点を心
掛けて制度改正を行っていきたいと考えており，
経済界を含め，いろいろな方々のご意見をしっ
かり聞いて進めてまいりたいと思っています。

最後に，途上国の対応がアグレッシブになっ
ていないか，フォローアップしていくべきでは
ないかというご指摘もございました。これは先
ほども申し上げましたが，Inclusive Frame-
work，また各種国際会議の中で，BEPS 全体
の取組みを進めていくよう慫慂してまいりたい
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と思っていますし，また，単独主義的な行動に
ついてもしっかり意見を申し上げていきたいと
思っているところです。以上です。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 細田さん，どうもありがとうござい
ました。

まだまだ議論は尽きませんが，時間も超過し
ていますので，この辺で第２部を終了させてい
ただきたいと思います。本日ご参加いただきま

したパネリストの皆様には，ご見識に基づきま
して大変有意義かつ貴重なご意見を頂きまして，
誠にありがとうございました。
―――――――――――――――――――――

おわりに

（渡辺） それでは，本日のパネルディスカッ
ションをこれで終了させていただきます。ご協
力，どうもありがとうございました（拍手）。
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